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特 集

『第６回全国家庭動向調査（2018年）』の個票データを

利用した実証的研究

特集によせて―全国家庭動向調査の目的と概要―

菊 池 潤

「全国家庭動向調査」は家庭動向を全国規模で把握しうる唯一の大標本調査として，旧

厚生省人口問題研究所により1993年に第1回調査が実施された．当時の社会的な背景に目

を向けると，急速に進む人口の高齢化や少子化の進展などの人口動態の変化，核家族化・

単独世帯の増加，あるいは女性の社会進出に伴う共働き世帯の増加などの世帯構造の変化

により，わが国の家庭はその姿とともに機能もまた徐々に変化を示していた．このような

背景のもと，他の公式統計では捉えることの出来ない出産・子育て，老親の扶養・介護を

はじめとする家庭の諸機能の実態，変化要因を把握し，これにより潜在的行政ニーズの所

在を明らかにし，厚生労働行政にかかわる各種行政施策のための基礎資料を提供すること

を目的として，本調査が実施された．

本調査は1993年の第1回調査以降，5年周期で継続的に調査が行われており，直近の調

査は2018年に実施された第6回調査となる．第6回調査では，2018年に実施された国民生

活基礎調査のために全国から層化集落抽出法によって選定された1,106の国勢調査区の中

から，無作為に抽出した300の調査区に居住する世帯の結婚経験のある女性（複数いる場

合は最も若い女性，1人もいない場合は世帯主）を対象とした．調査方法は配票自計方式

で，2018年7月1日の事実について記入を求めた．調査票配布数は12,718票，回収された

調査票は10,965票で回収率は86.2％であった．ただし，回収票のうち集計が困難な票を除

いた有効回収票数は9,790であり，有効回収率は77.0％であった．このうち，結婚経験の

ある女性が回答した票数が7,659票となっており，その内訳は有配偶票6,142票，離死別票

1,517票となっている．主な調査対象は有配偶女性となるが，これらの世帯に対して，夫

婦の人口学的・社会経済的属性，両親・子どもに関する事項，出産・育児や扶養・介護に

関する事項，日常生活でのサポート資源に関する事項，夫の家事・育児に関する事項，夫

婦関係に関する事項，子どもや家族に関する考え方（意識）に関する事項，および資産の

継承に関する事項等について調査を行っている．

過去の調査においても，個票データに基づいた分析結果が『人口問題研究』をはじめと

する各種学術雑誌等で報告されてきたところである．分析テーマは多様であり，夫婦の家

事・育児遂行に関する分析，出産・子育てに関わるサポート資源に関する分析，親との同
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別居や親の介護など世代間関係に関する分析，あるいは家族規範に関する分析，などの結

果が報告されてきた．本特集では最新調査である第6回調査の個票データに基づく分析結

果を本号より順次報告していく．
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親との離死別と教育機会の不平等

―階層再生産への人口学的影響―

斉 藤 知 洋

Ⅰ．問題の所在：“divergingdestinies”と教育機会の不平等

先進国における出生率の変動過程とその要因を解明することは，人口研究の重大な関心

事の一つである．vandeKaaとR.Lesthaegheは，北欧・西欧諸国が1970年代以降に経

験した人口置換水準を下回るほどの出生率低下を「第二の人口転換（seconddemo-

graphictransition）」と総称した．その議論の中で，彼らは出生率低下と連動して家族

行動にも変化が見られ（晩婚・晩産化，同棲・婚前妊娠・婚外出生子の増加，離婚率の上

昇など），それらが自己実現欲求の高まり（個人主義化）や世俗化によって生じたと主張

した（vandeKaa1987,Lesthaeghe1995）．欧州諸国の歴史的・経験的法則から導出さ

れた第二の人口転換論は，戦後日本の少子化トレンドを説明するうえでも，有力な理論の

一つとされている（RaymoandIwasawa2017）．

これに対して，S.McLanahanは第二の人口転換に関連する家族形成パターンの変容

が，社会経済的階層による差異を伴って生じているとする“divergingdestinies”命題

（以下，DD命題）を提唱した（McLanahan2004）．米国を事例とした分析を通じて，
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第二の人口転換論から派生した“divergingdestinies（DD）”命題によると，社会階層による家

族行動の両極化は機会の不平等の拡大に寄与する可能性がある．親の離死別や再婚などの家族移行

経験は，子どもの教育達成を阻害することが指摘されてきた．しかし，家族の人口学的変化が世代

間の階層再生産を強化させることを唱えるDD命題を検証した研究は日本では見られない．

第5回および第6回「全国家庭動向調査」を用いた分析の結果，①親との離死別を経験した子ど

もは，大学進学率が低い傾向にあるが，②その離別効果は母学歴が高い子どもの間で大きいこと，

③低階層を中心とする離別経験者の増大は世代間の学歴再生産を強める一方で，離別効果の階層差

によってその格差拡大効果が相殺されていることが明らかとなった．以上の知見はDD命題が経

験的に支持されず，社会階層研究が指摘する階層再生産の時代的安定性が本稿でも追認されたこと

を示している．

キーワード：第二の人口転換，divergingdestinies，教育達成，階層再生産



McLanahan（2004）は近年ほど，家族生活の安定性に寄与する妻（母親）の就労化や婚

姻関係の継続などは社会経済的に恵まれた層が享受する一方で，階層的地位が低い者では

婚外出生や離婚といった家族リスクを経験するようになっていると指摘する．福祉国家に

よる生活機会の保障に乏しい米国の社会的文脈をもとに提示されたDD命題は，北欧・

西欧諸国，さらには日本においてもその妥当性が検証されてきた（Bernerdiand

Boertien2017a,RaymoandIwasawa2017）．

DD命題が持つ重要な理論的含意は，社会階層による家族行動の両極化（bifurcation）

が世代を通じた機会の不平等化，すなわち階層再生産の強化に寄与しうる点にある

（Amatoetal.eds.2015,BernerdiandBoertien2017a,RaymoandIwasawa2017）．

親世代の離婚や再婚に代表される家族移行経験が，低階層を中心に発生し，子どもの教育

達成やウェルビーイングを著しく阻害することは，国内外の人口・家族研究が繰り返し指

摘してきた（McLanahanandPercheski2008,稲葉 2011）．DD命題は，社会階層によっ

て水路付けられた家族構造（familystructure）の多様化が，個人の生活機会を制約する

だけでなく，マクロな社会的構造に対しては，子世代が親世代と同等の社会的地位に留ま

るという階層の固定化をもたらすと予測する．

その一方，社会学の一分野である社会階層研究は，日本を含む先進産業社会において，

世代間の階層再生産が共通のパターンに収斂し，その不平等構造が現在に至るまで安定的

に推移していることを示してきた（EriksonandGoldthorpe1992,ShavitandBlossfeld

eds.1993,石田・三輪 2009,荒牧 2000）．人口研究が出自的属性として家族構造を重要

視してきたのに対して（McLanahanandPercheski2008），世代間階層移動の分析では，

出身階層を男性世帯主（父親）の階層的地位（職業・学歴など）によって測定し，親子間

の階層的地位の類似性をもとに社会の開放性（機会の不平等度）を評価することが主流で

ある（Tach2015）．この点について稲葉（2012）は，従来の階層研究がその分析単位と

して初婚継続家族（intactfamily）を暗黙裡に想定しており，親との離死別を含む家族

の不安定性によって生じている格差や不平等を見逃すことに繋がると警鐘を鳴らしている．

このように，人口研究と社会階層研究は世代間の階層再生産の趨勢をめぐり，前者は格

差・不平等の拡大，後者はそれらの安定性（不変性）という相異なる見解を提示している．

欧米諸国では，とりわけ学歴再生産に着目してDD命題の階層論的含意を検証した研究

が次第に蓄積されているが（BernardiandBoertien2017a），日本においてはいまだ推

測の域を出ていない．社会階層の基本単位である家族（世帯）の人口学的変化が，階層的

地位の再生産にいかなる影響を与えるのか（Tach2015），これは社会階層研究にとって

現在まで等閑視されてきた検証すべき趨勢命題であるといえよう．

本稿では，親との離死別経験と子どもの大学進学機会の関連に着目し，DD命題の予測

が日本社会に適合的なものであるかを検証する．次節以降の構成は，次のとおりである．

Ⅱ節では，先行研究をレビューしたうえで，仮説を提示する．つづくⅢ節は使用データと

変数・分析モデルを説明し，その分析結果を示す（Ⅳ節）．最後に，Ⅴ節では分析結果を

もとに，DD命題の日本的文脈について議論を展開する．
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Ⅱ．先行研究の整理

1. 親との離死別経験と教育達成

親世代の離別や死別による家族移行は，社会階層がもたらす帰結であると同時に，子世

代の将来的なライフコースの成否を左右する原因でもある（McLanahan2004,稲葉

2016）．日本では1970年代以降に有配偶離婚率が上昇し始め，それに伴う離別ひとり親世

帯の増加が家族の多様化の一側面として進行した．McLanahan（2004）が指摘するよう

に，離婚が低い学歴層の夫婦で発生しやすい傾向が，日本においても1975年以降の結婚コー

ホートで見られるようになっている（加藤 2005，林・余田 2014）．

また，2010年代にはひとり親世帯出身者の教育達成上の不利について，日本の社会調査

データを用いた定量的研究から明らかにされている．具体的には，義務教育終了段階（15

歳時点）で父不在あるいは母不在であった者はそうでない者と比べて大学進学率が低く，

家族構造による教育機会格差が近年ほど拡大傾向にあることが指摘されている（稲葉

2011，余田 2012）．また，実親との離別は子どもの大学進学機会を狭めており，その影響

力は親との死別以上に大きい（稲葉 2016）．

家族構造（二人親／ひとり親世帯）間で教育達成格差が生じるメカニズムを説明するう

えで代表的なものは，家族（世帯）の資源剥奪に準拠する諸仮説である．資本主義経済体

制の下では，初婚二人親世帯は外部システムから経済的・文化的・社会関係的資源を調達

し，子世代が社会経済的地位の獲得競争において有利に働くよう諸資源を変換・投資する，

最も効率的な家族集団である（Tach2015）．その点で，ひとり親世帯の形成は主たる稼

得／養育者の喪失や地理的移動などによって世帯が保有する諸資源の減少をもたらし，子

どもにとって上級学校への進学や親世代よりも高い職業的地位への移動を困難とさせる．

日本では，ひとり親世帯の相対的貧困率の高さを背景として，とくに経済的剥奪

（economicdeprivation）に着目した仮説が検証されることが多い．しかし，母子世帯や

父子世帯出身者の大学進学上の不利は，その経済的資源の寡少性によって部分的に説明さ

れるに過ぎず（稲葉 2011,余田 2012），家族構造と階層再生産の関連性については検証

の途上にある．

2. 親との離死別経験と出身階層：階級補償仮説と階級下降仮説

DD命題を検証するにあたり，近年では，教育達成に対する親との離死別経験の影響

（separationeffect）が出身階層の位置によって異なるかどうかに着目した研究群が見ら

れる．BernardiandBoertien（2017a）の論点を整理すると，家族形成における階層差

の出現が世代間の機会の不平等拡大に寄与すると予測するDD命題の前提として，二つ

の社会的条件を満たす必要がある．第一の条件は，有子世帯に占める離婚や再婚などの増

加が低階層の人々を中心に発生し，これらの家族移行経験が子どもの社会経済的地位に負

の影響を持つことである．家族構造の構成分布の変化に関わるこの人口学的条件について
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は，先述の諸知見（Ⅱ.1）を踏まえれば日本においても概ね妥当であるといえよう．そし

て第二の条件は，子どもの地位達成に対する離死別効果が出身階層間で同一であるか，低

階層の間で大きいとする仮定である．BernardiandBoertien（2017a）は，McLanahan

（2004）が家族行動と貧困・格差の世代的再生産の関連について論じる中で，この第二の

仮定を暗黙裡に置いていると指摘する．

国外では，子どもの教育達成に対する親との離死別効果の階層差に関して，「階級補償

（compensatoryclass）仮説」と「階級下降（downwardclass）仮説」と呼ばれる二つ

の仮説が提唱されている（BernerdiandBoertien2017b,JonssonandG�ahler1997）．

図1は，これらの仮説から導出される離死別経験・出身階層・子どもの教育達成の関係性

を視覚化したものである．

まず階級補償仮説（H1）では，社会経済的資源の変化（その多くは減少）を伴う家族

移行に対して，社会経済的地位（socio-economicstatus:SES）が高い親ほど子世代の地

位達成上の不利に対処できると主張する．離死別経験者の中でもSESが高い親は，自身

と同等の地位を子世代に継承させる，もしくは子どもの社会的地位が低下するのを忌避す

るために，保有する社会経済的資源を効率的に配分するように努める（Gr�atz2015）．よ

り具体的な家族実践として，離別後の家族生活において，高階層のひとり親は子どもに対

する教育的関心が高く，養育費の支払いや非同居となった父親と子どもの接触頻度は大卒

者で多いことが知られている（Gr�atz2017）．一方，離死別イベントの発生は，SESが低

い出身家庭の間で貧困や社会的孤立，子どもとのコンフリクトと結びつきやすく，家族移

行への対処資源も相対的に少ない（MandemakersandKalmijn2014）．その結果，親と

の離死別経験群と非経験群との教育達成格差はとりわけ低階層の間で大きくなる（図1）．

階級補償仮説は，家族移行によって生じる社会的不利がその対処資源に乏しい出身家庭の

子どもの間で累積しやすいことを主張しており，DD命題の第二の成立条件とも対応して

いる．

その一方，階級下降仮説（H2）は社会経済的に恵まれた出身家庭の間で離死別経験が

子どもの教育達成に及ぼす影響が大きいと予想する（図1）．この仮説では，離死別前後
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図１ 仮説と教育達成（進学率）の対応関係

H2. 

SES

H1. 

SES



における家族が保有する社会経済的資源の変化量に力点を置く．未成年の子がいる夫婦の

離死別の多くは男性世帯主の喪失，すなわち母子世帯の形成をもたらすことから，親の職

業階級・教育・所得などの多方面にわたり出身階層の下降移動（downwardmobility）

は高階層の子どもたちを中心に経験しやすい（JonssonandG�ahler1997）．さらに，

Coleman（1988）は，家族構造を社会関係資本（socialcapital）の一種と捉え，SESが

高い出身階層にとって初婚二人親世帯は母子世帯よりも親世代の地位を子に伝達させるう

えで重要な家族形態だと捉えた．そのうえで下降移動経験は，とりわけ高階層の間で自ら

の社会的地位を子世代に継承させることを困難にさせるとした（Coleman1988）．

国外の先行研究は，子どもの教育達成に対する親との離死別効果について階級補償仮説

を支持するもの（Gr�atz2015,Augustine2014,AlbertiniandDronkers2009）と階級

下降仮説を支持するもの（JonssonandG�ahler1997,Martin2012,BiblarzandRaftery

1999）が双方存在する．その背景の一つに分析に用いられる教育指標の違いがあり，子ど

もの知能指数（学力スコア）や前期中等教育進学については階級補償仮説を，高等教育機

関への進学といった後の教育移行段階では階級下降仮説が支持される傾向にある

（BernardiandBoertien2017b）．しかし，離死別効果の階層差は家族規範や教育システ

ムといった社会文化的要因にも強く依存することから（BernardiandBoertien2017a），

米国を中心とする諸知見が非欧米圏の日本社会にも適合的であるかは検討の余地が残され

る．

日本では，「全国家族調査（NFRJ）」を用いた稲葉（2016）が親との離死別効果の異質

性について検証した数少ない研究として挙げられる．その分析によると，子どもの大学進

学機会における離別経験群の不利には親世代の学歴差（大卒／非大卒）は検出されていな

い（稲葉 2016）．ただしデータの制約上，親との離死別の発生時期が子どもの最終学歴が

確定する前後であるかを特定することができておらず１），分析結果の頑健性をさらに確認

する必要があるだろう．

以上を踏まえて，本稿では階級補償仮説と階級下降仮説の検証を通じて，日本社会の学

歴再生産の様相がDD命題の予測と整合的であるかを評価する．具体的には，実親との

離別・死別経験が子世代の大学進学機会に及ぼす影響が出身階層（母学歴）によって異な

るかについて多変量解析を通じて明らかにする．分析では出身階層の指標として父親では

なく母親の学歴を用いるが，それは配偶者との離死別後に子どもの親権を担うのはその多

くが母親であることに加え２），階層的地位の継承において母親が重要な媒介者として機能

することが社会階層研究で指摘されているからである（BiblarzandRaftery1999）３）．
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1）稲葉（2016）は，回答者（親世代）の調査時点の婚姻上の地位をもとに子世代の家族移行経験（離別・死別・

再婚）の有無を識別している．Raymoetal.（2004）の推計から，離婚の約7割超が結婚後10年以内に生じ

ていることから，大部分の子どもが成人前に両親の離別を経験すると仮定して分析を行っている．

2）「人口動態統計」（厚生労働省）によると，親権を行わなければならない子を持つ夫婦の離婚のうち，1975年

では57.9％，2000年では80.3％が全児の親権を母親が担っている．

3）また，DD命題の検証にあたり先行研究の多くは，女性（妻）の最終学歴を階層指標として用いていること

から（McLanahan2004,RaymoandIwasawa2017,BernardiandBoertien2017a），本稿もそれに倣った．



一連の分析を通じて，実親との離死別によって発生するひとり親世帯の増大が出身階層間

の教育機会格差にどの程度の影響を与えるかについて考察する．

Ⅲ．データと方法

1. 使用データと変数

使用するデータは，国立社会保障・人口問題研究所が実施した「全国家庭動向調査」の

うち，第5回（2013年）・第6回調査（2018年）の調査票情報である．本調査は，「国民

生活基礎調査」（厚生労働省）の後続調査であり，同調査が実施された調査地区（1,106地

区）の中から無作為に抽出した300調査区内の全ての世帯を対象としている（数値は第6

回調査）．対象世帯の中で，結婚経験のある女性（複数いる場合はもっとも若い女性）を

中心に調査票が配布され，18歳以上の子どもがいる場合には最大3人までその基本属性に

ついて情報が収集されている．本稿では，親世代である調査回答者を軸として，子どもの

社会経済的地位達成を分析する「前向きアプローチ（prospectiveapproach）」（Songand

Mare2015,余田 2021）を採用する４）．

ここで問題となるのが，分析対象者の選定である．使用データは幅広い年齢層の女性の

回答情報から構成されるが，調査時点ですでに死亡している高齢層からは当然ながら子ど

もの情報を収集することはできない．また，調査時点での子世代の年齢が高くなる（古い

世代）ほど親世代である回答者は若年出産を経験した層に偏りが生じる（余田 2018）．こ

うしたサンプル・セレクションの問題に対処するために，本稿では稲葉（2016）や余田

（2018）を参照しつつ，親世代（女性回答者）の調査時年齢が70歳未満で，かつ子どもの

（調査時）年齢が20歳以上40歳以下のケースに分析対象を限定した５）．

注目する独立変数は，（子世代から見た）実親との離死別経験の有無と出身階層である．

本調査では，女性回答者（母親）に対して現在の結婚および初婚の開始時期や配偶者との

離死別年，子の出生年などの家族歴情報を詳細に尋ねている．分析では，対象子が18歳に

到達するまでに両親の離別／死別（すなわち，初婚二人親世帯からの移行）を経験したか

否かを表す二値変数（離別ダミー・死別ダミー）を作成した６）．なお，出身階層は母親の

最終学歴（短期大学以上=1，それ以外=0）を用いる．

従属変数である教育達成は，各対象子の最終学歴が大学進学（短期大学以上）の場合を

1，それ以外を0とした二値変数を用いる．他の共変量は，家族（母親）属性と子ども属
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4）一方，調査対象者を子世代とし，親の社会経済的地位（職業・教育水準など）を回顧的に尋ねる方法は「後

ろ向きアプローチ（retrospectiveapproach）」と呼ばれる．従来の世代間階層移動分析の多くはこの後ろ向

きアプローチによるものである（SongandMare2015）．

5）親の年齢上限を設けない，または子どもの年齢上限を40歳から35歳に制約したとしても，本稿の分析結果に

大きな変化は見られなかった．

6）ただし，子どもの出生後に再婚を経験した者（調査回答者）については，初婚配偶者との離死別年が把握で

きないことから分析対象から除外した（子ども363ケース）．なお，これらのケースを全て離別経験者と仮定し

て再推定しても，その結果に大きな変化はなかった．こうした婚姻歴（家族歴）情報の不足は使用データに限

らず，多くの社会調査データで見られる問題であり，今後の課題としたい．



性の二種類ある．家族（母親）属性は，調査年，母出生年，結婚時の母雇用形態（正規雇

用／非正規雇用／自営・家族従業者／無職），子ども出生以前の再婚経験の有無７），そし

て子ども数を用いる．子ども属性は，出生コーホート（1972-84年／1985-98年），性別

（男性=1），出生順位（第1子／第2子／第3子）である．出生コーホートは，大学進学

選択（18歳）時点が，離婚率の急激な上昇期にあたる1990年代とそれ以降（2000年以降）

の層となるように区分した．分析では，使用変数に有効回答が得られた子ども9,615ケー

ス（母親5,096ケース）を用いる．共変量の記述統計量は表1のとおりである．

2. 分析モデル

上記の研究課題を検証するにあたり，本稿ではマルチレベルモデル（multi-level

model）と要因分解法（decompositionanalysis）の二つの統計手法を用いる．

はじめに，DD命題が前提としている第二の成立条件（Ⅱ.2）である離死別効果の階層

差に関する二つの仮説―階級補償仮説・階級下降仮説―の検証を行う．先述のとおり，使

用データは調査対象である母親を中心に複数の子どもの属性情報を収集した階層的なデー

タ構造を持つ．その場合，同一家族内の子ども（キョウダイ）間で最終学歴に系統的な類

似性が生じ，通常の重回帰モデルでは標準誤差の過小推定といった問題が発生しうる．そ

れゆえ，分析では家族（母親）属性をレベル2，子ども属性をレベル1としたマルチレベ

ル二項ロジットモデルをもとに，実親との離死別が子どもの教育達成に及ぼす影響力を推

計する．
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表１ 記述統計量

【家族･母親属性（レベル2）N=5,096】 Mean（S.D.）Min. Max. 【子ども属性（レベル1）N=9,615】 Mean（S.D.）Min. Max.

調査年（ref.2013年） 離死別経験（ref.初婚継続）

2018年 .475 (.499) 0 1 離別経験 .038 (.193) 0 1

母出生年（－1950） 6.748(6.823) －7 32 死別経験 .013 (.111) 0 1

母学歴（ref.高校以下） 子出生コーホート（ref.1972-84年）

短大以上 .328 (.470) 0 1 1985-98年 .503 (.500) 0 1

結婚時・母雇用形態（ref.正規雇用） 男性ダミー .517 (.500) 0 1

非正規雇用 .089 (.284) 0 1 出生順位（ref.第 1子）

自営業・家族従業者 .044 (.206) 0 1 第2子 .400 (.490) 0 1

無職 .148 (.355) 0 1 第3子 .135 (.341) 0 1

母再婚経験（子出生前 ref.経験なし）

再婚経験あり .026 (.159) 0 1

子ども数 2.247 (.731) 1 7

7）すなわち，この変数は子どもの家族移行経験（両親の離死別から再婚への移行）を表すものではない．多変

量解析（表3）ではこの変数を統制目的として投入し，実質的な解釈は行わない．この点については，注釈6

も併せて参照されたい．



レベル１（個人水準）： Yij・・0j・・1jdivorceij・・2jwidowij・・
K
k・3・kjXij・・ij 式（1.1）

Yij・ln・ p

1・p・
レベル２（家族水準）： ・0j・・00・・

M
m・1・0mZj・u0j 式（1.2）

・1j・・10,・2j・・20,・kj・・k0 ・k・3・ 式（1.3）

その基本モデルは，式（1.1）のとおりである．左辺のYijはj番目の家族におけるi番

目の子どもの教育達成（大学進学を表す二値変数p）を表す．右辺の・0jは個人水準（レ

ベル1）の切片，・1jおよび・2jはそれぞれ離別，死別経験の効果を表す回帰係数，・kjは

離死別経験を除く子ども属性Xijの固定効果である．分析では，切片・0jが家族間で異な

ることを仮定したランダム切片モデル（random-interceptmodel）を採用し，切片は式

（1.2）のように展開される．式（1.2）の右辺におけるZjは家族（母親）属性を表す共変

量であり，u0jは家族水準の誤差項を表す．なお，子ども属性についてはランダム効果を

仮定していない（式 1.3）．階級補償仮説および階級下降仮説の経験的妥当性は，離死別

経験および出身階層（母学歴）の交互作用項の推定値をもとに判断する．

つづいて，分析の焦点を個人の教育達成から日本社会の学歴再生産の趨勢に移す．子ど

も人口に占める親との離死別経験者の増加が出身階層による教育機会の格差拡大（学歴再

生産の強化）に寄与することを示唆するDD命題については，BernardiandBoertien

（2017a）と同様に要因分解法をもとに評価する．本稿では，Blinder-Oaxacaの要因分解

法を非線形モデルに拡張したYun（2004）のアプローチを採用する．

式（2.1）は二つの出身階層（母学歴：短大以上H／高校以下L）間の教育機会格差

（大学進学の予測確率の差：R）である．ここでの教育機会格差とは，社会水準（aggre-

gatelevel）から見た大学進学の世代間継承（学歴再生産）の程度を指す（Bernardiand

Boertien2017a）．学歴再生産Rは，母学歴が短大以上である出身階層Hに所属する子

どもが，親世代と同等の学歴を獲得する期待確率E・YH・と，それ以外の出身階層L（母

学歴：高校以下）の者が大学進学（上昇移動）する期待確率E・YL・の差分によって表現

される８）．

R・E・YH・・E・YL・ （母学歴H：短大以上，L：高校以下） 式（2.1）

R・・・0H・・0L・・・E・XH・・E・XL・・・1L・E・XL・・・1H・・1L・ 式（2.2）

・・E・XH・・E・XL・・・・1H・・1L・

この学歴再生産Rを，離死別経験の有無（変数X）によって要因分解したものが式

（2.2）である．右辺の第2項・E・XH・・E・XL・・・1Lは構成効果（endowment）に相当し，

学歴階層間の離死別経験の普及度の違いを表す．換言すれば，・E・XH・・E・XL・・は低階
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8）同様に，出身階層間の進学確率の差や相対リスク指標によって学歴再生産の様相を検証したものとして

SongandMare（2015）や余田（2021）が挙げられる．



層を中心とする親との離死別の発生を，・1Lは離死別経験が子どもの教育達成に対して負

の影響を与えるとするDD命題の第一条件（Ⅱ.1）を表現したものである．

右辺の第 3項 E・XL・・・1H・・1L・は，離死別経験が教育達成に及ぼす影響が出身階層

（母学歴）によって異なること（＝離死別効果の階層差）を表すものである．出身階層間

の教育機会格差が拡大すると予測するDD命題は，低階層（母学歴L）における離別経験

効果が負であると同時に，その効果が上位階層（母学歴H）よりも大きい，もしくは同

等であること（・1L・・1H・0または・1L・・1H・0）を仮定している（BernardiandBoertien

2017a）．階級補償仮説から予測される離死別効果の階層差は DD命題と同一であるが

（・1L・・1H・0），階級下降仮説では高い出身階層（母学歴H）で負の影響が大きいこと

（・1H・・1L・0）を想定している．最後に，右辺の第4項・E・XH・・E・XL・・・・1H・・1L・は離

死別経験の普及度とその効果の異質性に関する交互作用項であり，要因分解法では交絡要

因と解釈される．

次節では，親との離死別経験と教育達成の関連について記述し，マルチレベルモデルを

もとに上記二つの仮説を検証する．そのうえで，要因分解法をもとに実親との離死別経験

者の増大が世代間の学歴再生産に及ぼす影響力を推計し，DD命題の妥当性を評価する．

Ⅳ．分析結果

1. 親との離死別経験と大学進学

はじめに，実親との離死別経験者の量的拡大とその階層差，そして子世代の大学進学と

の関連について記述的分析を行う．

表2は，母親の最終学歴（出身階層）と子どもの離死別経験との関連を示したものであ

る．二つの出生コーホート間で18歳になるまで初婚継続家族（離死別非経験群）に所属し

た子どもの割合は96.9％から92.9％へと低下しており，その減少分は離別経験群の増大に

よって補われている．1972-84年コーホートでは離別経験群は全体の2.0％に過ぎなかった

が，離婚率の上昇に伴い1985-98年コーホートでは同割合は5.7％まで上昇している．その
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表２ 子出生コーホート・母学歴別に見た子どもの離死別経験割合

子どもの離死別経験（%）

子出生コーホート 初婚継続 離別 死別 （N）

1972-84年 構成比率 96.9 2.0 1.1 4,779

1985-98年 構成比率 92.9 5.7 1.4 4,836 ***

1972-84年
母学歴（高校以上） 96.7 2.1 1.2 3,452

母学歴（短大以上） 97.3 1.8 0.9 1,327

1985-98年
母学歴（高校以下） 91.9 6.8 1.3 3,040

母学歴（短大以上） 94.6 3.7 1.7 1,796 ***

Total 94.9 3.8 1.3 9,615

（注）***p<.001（カイ二乗検定）．



一方，死別経験群の割合は各コーホートで1.1％，1.4％となっており大きな変化は観察さ

れない９）．

実親との離別経験率の上昇についてさらに注目すべきは，その階層差の出現である．

1972-84年コーホートにおいては出身階層（母学歴）によって子どもの家族歴（家族移行

経験）の分布に統計的な有意差は見られない（・
2
(d.f.=2)=1.130,p>.10）．しかしながら，

1985-98年コーホートでは，母学歴が短大以上である者のうち離別経験群の割合は3.7％で

あるのに対して， 母学歴が高校以下の者では離別経験群は6.8％と有意に高い

（・
2
(d.f.=2)=22.663,p<.001）．この結果は，近年の離別ひとり親世帯の増加が母親の学歴

が低い出身家庭の子どもに集中しているとしたMcLanahan（2004）の指摘とも一致する．

つづいて，子どもの教育達成（大学進学率）について出生コーホート・離死別経験別に

確認する（図2）．初婚継続家族群の大学進学率（短大以上）は，高学歴化と連動する形

で54.9％（1972-84年コーホート）から60.3％（1985-98年コーホート）へと上昇している．

離死別経験群についても大学進学率は上昇傾向にあるが，初婚継続群に比べて同進学率は

約17～27％ポイント低い状態を維持している．とりわけ教育達成上の不利を受けているの

は離別経験群であり，その大学進学率は33.2％（1985-98年コーホート）と死別経験群よ

りも10％ポイント近く低い．

2. マルチレベルモデルによる教育達成分析

つぎに，他の共変量を統制したうえで，実親との離死別経験が子どもの教育達成に及ぼ

す影響について多変量解析をもとに検討する．

表3は，子どもの大学進学を従属変数としたマルチレベル二項ロジットモデルの推定結
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図２ 子出生コーホート別：離死別経験の有無と大学進学率
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9）「国勢調査」（総務省）をもとに18歳未満人口に占めるひとり親世帯のもとで暮らす子どもの割合を試算する

と，1985年時点では4.7％，以後10年おきに見ると5.5％（1995年），8.7％（2005年），9.6％（2015年）となっ

ている．厳密な比較はできないが，「国勢調査」の算出値に比べて1985-98年出生コーホートの離死別経験率

（7.1％）はやや低い．その要因として，全国家庭動向調査では配偶者との離死別した女性や低い学歴階層の人々

を中心に有効回収率が低い可能性があること，出生後に親の再婚を経験した子どもについては分析対象から除

外していることが考えられる（注釈6を参照）．



果である．モデル1では，実親との離死別経験の主効果を検討する．離別および死別経験

を表す二つのダミー変数は，いずれも統計的に有意な負の効果を呈しており，初婚継続家

族からの移行を経験していない者と比べて離死別経験者の大学進学率が低い傾向にある．

オッズ比に換算すると，離別経験者は.224倍（=e
・1.495
），死別経験者では.318倍（=e

・1.146
）

となっている．他の子ども属性（レベル1）に着目すると，近年の出生コーホートほど，

出生順位が早い者ほど大学進学率が有意に高い．家族（母親）水準の共変量（レベル2）

については，出身階層を表す母学歴（短大以上ダミー）は子どもの大学進学に対して強い
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表３ 「子大学進学（=１）」を従属変数としたマルチレベル二項ロジットモデル

モデル1 モデル2 モデル3

Coef. (S.E.) Coef. (S.E.) Coef. (S.E.)

【家族（母親）属性：レベル2】

調査年（ref.2013年）

2018年 .382 (.077)*** .382 (.077)*** .384 (.077)***

母出生年（基準：1950年） －.047 (.008)*** －.047 (.008)*** －.047 (.008)***

母学歴（ref.高校以下）

短大以上 1.775 (.089)*** 1.776 (.089)*** 1.801 (.091)***

結婚時・母雇用形態（ref.正規雇用）

非正規雇用 －.355 (.134)** －.357 (.134)** －.359 (.134)**

自営業・家族従業者 －.371 (.176)* －.369 (.176)* －.371 (.176)*

無職 －.426 (.106)*** －.425 (.106)*** －.429 (.106)***

母再婚経験（子出生前 ref.経験なし）

再婚経験あり －.887 (.249)*** －.891 (.249)*** －.901 (.249)***

子ども数 －.352 (.056)*** －.351 (.056)*** －.353 (.056)***

【子ども属性：レベル1】

離死別経験（ref.初婚継続）

離別経験 －1.495 (.190)*** －1.737 (.363)*** －1.249 (.219)***

死別経験 －1.146 (.310)*** －1.148 (.455)* －1.376 (.396)**

子出生コーホート（ref.1972-84年）

1985-98年 .468 (.095)*** .460 (.096)*** .466 (.095)***

男性ダミー －.071 (.060) －.071 (.060) －.073 (.060)

出生順位（ref.第1子）

第2子 －.202 (.061)** －.201 (.061)** －.203 (.061)**

第3子 －.497 (.100)*** －.497 (.100)*** －.497 (.100)***

離死別経験×子出生コーホート

離別経験×1985-98年 .322 (.409)

死別経験×1985-98年 .005 (.586)

離死別経験×母学歴

離別経験×短大以上 －.880 (.412)*

死別経験×短大以上 .619 (.650)

切片 .974 (.147)*** .978 (.147)*** .975 (.147)***

-2LL 11597.785 11597.159 11592.196

ICC .450 .450 .450

N（子ども／世帯・母親） 9,615／ 5,096

（注）***p<.001，**p<.01，*p<.05，+p<.10（両側検定）．ヌルモデル（nullmodel）のICC=.536



正の効果を示す一方で，子ども数が多いことや子どもの出生以前に母親が再婚を経験して

いる世帯では，子どもの大学進学率が有意に低い傾向にある．離死別後の経済水準を部分

的に規定すると考えられる結婚時・母雇用形態も統計的に有意であり10），正規雇用者に比

べて非正規雇用や無職であった世帯ほど子どもの大学進学率が低い．モデル1からは，世

帯および母親の社会経済的地位を統制した後でも親との離死別経験の効果が強く残存して

いることがわかる．

モデル2では，モデル1に離死別ダミーと子出生コーホートの交互作用項を追加し，大

学進学に対する離死別効果にコーホート差が見られるかを検討した．その結果，二つの交

互作用はいずれも統計的に有意ではなく，1990年代以降に高等教育への進路選択を行う子

世代（1972-98年生まれ）の間では離死別効果は一定であるといえる11）．

最後に，離死別効果の階層差に関する二つの仮説―階級補償仮説と階級下降仮説―を検

証するために，モデル3では，モデル1に離死別経験ダミーと母学歴（短大以上ダミー）

の交互作用項を追加した．推定結果を見ると，条件付き主効果を表す離別および死別経験

ダミーはいずれも1％水準で統計的に有意であり，低学歴層の間でも親との離死別経験が

大学進学に及ぼす影響が甚大であることが読み取れる．新たに投入した二つの交互作用項

については，死別経験ダミーと母学歴の交互作用効果（死別×短大以上）は非有意である

一方で，離別経験ダミーと母学歴のそれ（離別×短大以上）は5％水準で統計的に有意と

なっている（－.880）．係数の符号の向きが負であることから，離別経験が子どもの大学

進学の成否に及ぼす負の影響は母親の学歴が高校以下の者よりも短大以上の者で大きいこ

とを示している（=(－1.249)+(－.880)）．この結果は，階級下降仮説（H2）の予測とも整

合的なものであり，両親との離別経験によって生じる教育達成上の不利が，とくに出身階

層が高い子どもの間で大きい傾向が認められる．しかしながら，死別経験についてはその

効果の異質性（階層差）は見られない．

3. 親との離死別経験者の増大と学歴再生産：要因分解法による検討

先のマルチレベルモデルの推定結果より，子どもの教育達成に対して親との離別経験は

負の影響を与える一方で，その効果には出身階層（母学歴）による異質性が観察された．

有子世帯に占める離死別経験者の増加と大学進学に対する離別効果の階層差が併存する中

で，それらが出身階層間の教育機会格差（学歴再生産）に及ぼす影響はどの程度存在する

のだろうか．以下では，この点を要因分解法によって検討する．

表4は，出身階層を表す母学歴（短大以上H／高校以下L）間の大学進学率の差異（学
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10）配偶者との離死別以前の就労状況（従業上の地位）がその後の正規雇用就労率や世帯の経済状況に影響を与

えることは，シングルマザーの職業経歴を分析した藤原（2005）によって指摘されている．結婚時・母雇用形

態のうち正規雇用割合を離死別経験の有無別に見ると，離別経験群では58.9％と初婚継続群（73.5％）や死別

経験群（71.9％）に比べて有意に低い．

11）予備的分析として，離別ダミーおよび死別ダミーと子男性ダミーの交互作用項をモデル1に投入したモデル

を推定したが，いずれの交互作用も非有意であり教育達成に対する離死別効果にジェンダー差は認められなかっ

た．



歴再生産R・E・YH・・E・YL・）について，離死別経験を表す二つのダミー変数によって要

因分解した結果である（他の共変量を統制済み）．まず，母学歴による子どもの大学進学

率の差異（＝29.1％ポイント）のうち，表2で見られた出身階層間の離死別経験割合の違

いによって説明される部分（構成効果endowment）について確認する．構成効果を見る

と，離別経験を表すダミー変数の回帰係数は5％水準でプラスに有意であり（.003），低

学歴層を中心とする離別経験群の増大が出身階層間の教育機会格差（大学進学率）の拡大

に寄与していることがわかる．一方，死別経験ダミーの同係数は非有意となっており，離

別経験ダミーと同様の効果を示していない．

つぎに，離死別効果の階層差の寄与度（階層効果）に着目する．ここで注目すべきは，

離別効果（coefficient）を表す係数（－.006）が5％水準で統計的に有意である点にある．

この結果は，表3（モデル3）で観察された離別ダミーと母学歴の交互作用効果に対応す

るものである．この値からも，大学進学における離別経験群の不利が高階層（母短大以上）

の者で大きいことは，出身階層の教育機会格差を拡大ではなく，むしろ縮小させる方向に

働いていることが読み取れる．構成効果と同様に，死別ダミーの階層差（.001）は統計的

に有意ではない．階層効果の切片は，2つの離死別ダミーの値がゼロである，すなわち離

死別経験群が存在しない場合に生じる出身階層間の教育機会格差を表す理論値に相当する

（BernardiandBoretien2017a）．その理論値は.311であり，実際に観察された母学歴間
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表４ 出身階層（母学歴）間の大学進学格差に関する要因分解

全体
子出生コーホート

1972-84年 1985-98年

Coef. (S.E.) Coef. (S.E.) Coef. (S.E.)

出身階層（母学歴）

短大以上（H） .760 (.009)*** .756 (.014)*** .764 (.011)***

高校以下（L） .469 (.007)*** .459 (.010)*** .480 (.010)***

進学率の差（H-L） .291 (.012)*** .296 (.017)*** .284 (.015)***

構成効果（endowment） .022 (.004)*** .011 (.005)* .025 (.005)***

階層効果（coefficient） .267 (.012)*** .280 (.018)*** .252 (.016)***

交互作用効果（interaction） .002 (.005) .006 (.006) .007 (.006)

構成効果

離別経験あり .003 (.001)* .001 (.002) .006 (.002)**

死別経験あり －.000 (.001) .000 (.001) －.001 (.001)

階層効果

離別経験あり －.006 (.003)* －.001 (.003) －.012 (.005)**

死別経験あり .001 (.001) .000 (.002) .002 (.002)

切片 .311 (.029)*** .299 (.041)*** .271 (.038)***

交互作用効果

離別経験あり .001 (.001) .000 (.000) .003 (.002)

死別経験あり .000 (.000) －.000 (.000) .000 (.001)

N 9,615 4,779 4,836

（注）***p<.001，**p<.01，*p<.05，+p<.10（両側検定）．S.E.は世帯（母親 N=5,096）をクラスターと
した標準誤差．他の共変量は統制済み（母出生年は1950を差し引いたセンタリング値）．



の大学進学率の差異（.291）と近似している．したがって，離別経験群の構成比率上昇に

よる格差拡大効果は離別効果の階層差（階層効果）によって相殺されているといえる．

子出生コーホート別の推定結果を見ると．1972-84年コーホートでは，離死別効果を表

すダミー変数がいずれも非有意であることから，先に観察された効果は1985-98年コーホー

トによるものであることがわかる．後者のコーホートでは，階層効果（－.012）が構成効

果（.006）を上回っており，出身階層間の大学進学格差の観測値と理論値の乖離は小さい．

以上の推定結果からは，家族形成の階層差の出現が世代間の機会不平等の拡大をもたらす

影響は総じて小さく，学歴再生産に関してはDD命題が経験的に支持されないと結論付

けられる．

Ⅴ．結論と考察

本稿は，McLanahan（2004）が提唱した家族形成行動の階層差が機会の不平等拡大を

もたらすとするdivergingdestinies命題（DD命題）が日本社会にも適合するかを検証

した．子どもの教育達成に対する親との離死別経験効果に関する二つの仮説―階級補償仮

説・階級下降仮説―と要因分解法による検証を通じて得られた知見は次の諸点にまとめら

れる．

第1に，両親との離死別を経験した子どもは非経験群と比べて，大学進学率が低い傾向

にある．この分析結果は，国内外の先行研究の知見とも整合的なものである．第2に，子

どもの教育達成に対する離別効果は出身階層が高い者の間で相対的に大きく，この結果は

階級下降仮説（H2）を支持するものであった．親との死別経験については，離別効果と

同様の階層差は検出されず，いずれの仮説も支持されなかった．第3に，親との離死別経

験者の増大が世代間の学歴再生産に及ぼす影響は二つの相異なる効果を有していた．一方

の効果は，有子世帯の構成分布の変化に関わるものであり，低学歴層を中心とする離別経

験者の増大は学歴再生産を強化させる方向に作用した．他方で，教育達成に対する離別効

果の階層差の存在は，有子世帯の構成分布変化による格差拡大効果を相殺していた．

DD命題は，初婚・離別・若年出産をはじめとする親世代の家族形成行動の階層差を媒

介として，世代を通じた格差・不平等の拡大（階層再生産の強化）が生じると予測する

（McLanahan2004,Amatoetal.eds.2015,RaymoandIwasawa2017）．子ども人口

に占める離別経験割合の上昇が，学歴再生産を強化させるとする要因分解法の推定結果は，

家族構造の変化と所得格差拡大の関係に焦点をあてた先行研究の知見（Westernetal.

2008）やDD命題の予測とも一致するものであった．しかしながら，親との離別経験に

よる教育達成上の不利が社会経済的に恵まれた出身家庭の子どもほど大きいという階級下

降仮説を支持する本稿の分析結果は，離死別経験の階層差に関するDD命題のもう一つ

の成立要件（Ⅱ.2）とは不整合なものであった．この点は，親との離死別経験が子ども個

人の教育機会を制約することが，必ずしも社会水準で見た階層的地位の固定化をもたらす

ものではないことを示している．
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さらに，以上の知見は，人口・家族研究のみならず社会階層研究に対しても重要な示唆

を与えるものである．世代間移動分析は，主に男性世帯主と子の階層的地位の類似性をも

とに社会の開放性を評価してきたが，近年では階層構造の基盤である人口の現代的変動を

考慮した分析視角の重要性が指摘されつつある（Tach2015,SongandMare2015）．DD

命題と同様に，出身階層の基本単位である家族構造の変化は階層再生産の程度に少なから

ぬ影響をもたらすと考えられてきたが（Tach2015），得られた分析結果からはその経験

的根拠に乏しい．本稿の分析結果は，階層研究が繰り返し指摘してきた階層再生産の時代

的な安定性が，人口変動要因を加味したとしても極めて頑健な知見であることを示唆して

いるのである．とはいえ，親との離死別や再婚を経験する子どもがさらに増加することが

見込まれる中で（稲葉 2012），階層再生産の趨勢に変化の兆しが見られるのか，今後さら

に注視する必要がある．

最後に，本稿に残された検討すべき点について言及しておきたい．まず，社会階層およ

び地位達成指標の測定である．本稿では，出身階層を表す指標として母親の最終学歴を用

いたが，階層研究で最も利用されている父親（夫）の階層的地位を用いた再検証が求めら

れる12）．教育達成のみならず，到達階層として職業や所得（富）に着目した場合には世代

間の機会不平等の趨勢が異なる様相を呈する可能性も否定できない（Bernerdiand

Boertien2017b）．また，本稿の分析は使用データの制約上，親世代（調査対象者）の婚

姻歴を全て網羅しておらず，検証可能であったのは初婚から離死別へという一部の家族移

行の影響力に限定されたことも留意すべき点である．

これらの課題はあるものの，本稿は第二の人口転換と密接に関連する家族形成行動の変

化が社会の格差・不平等構造のあり方に及ぼす影響を精緻な統計モデルをもとに検討した．

その点で，本稿の分析は人口研究と社会階層研究の接合を試みたものともいえる．世代間

で階層的地位が継承されるメカニズムを家族システムの内部から検討するうえで，人口学

的視点からの実証研究は極めて有効であり，その発展が待たれる．

（2021年7月22日査読終了）

付記

本研究は，国立社会保障・人口問題研究所一般会計プロジェクト「全国家庭動向調査」の研究成

果である．統計法第32条の規定に基づき，第5回・第6回「全国家庭動向調査」の調査票情報を二

次利用申請した．また本研究は，文部科学研究費助成事業（研究活動スタート支援）「ひとり親世

帯の階層状況と就労・世代間再生産に関する社会学的研究」（研究代表者：斉藤知洋，課題番号

18H05721,19K20918）による助成を受けた．

最後に，本論文の改稿にあたり匿名の査読者から大変有益なコメントを賜った．ここに記して謝

意を表したい．
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12）使用データは離死別女性（回答者）に対して前配偶者（元夫）の最終学歴を尋ねているが，その多くが無回

答であり分析に用いることを断念した．
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ParentalSeparationandChildren'sOpportunityforEducationinJapan:
FocusontheEffectsofDemographicChangeson
IntergenerationalReproductionofSocialInequality

SAITOTomohiro

Inthisarticle,weexaminethe"divergingdestinies"thesisderivedfrom thesecond

demographictransitiontheory,whichpredictsthereinforcementofintergenerationalreproduction

ofinequalityaccordingtosocial-economicbackground.Thedivergingdestiniesthesispositsthat

theexperienceoffamilyinstabilityortransition,suchasdivorce,earlychildbearing,and

cohabitation,hasbeenconcentratedamongsocio-economicallydisadvantagedfamilies,and

growingupinnon-intactfamiliesrestrictsanindividual'schancesofsocio-economicattainment.

However,therehavebeenfewresearchesthathavetestedwhether,asthedivergingdestiniesthesis

predicts,suchdemographicandfamilialchangesarefactorsamplifyinginequalityofsocio-

economicopportunityincontemporaryJapanesesociety.

Weusemicro-leveldatasetsofthe5thand6thNationalSurveyonFamilyinJapantoexamine

therelationshipbetweenthegrowingproportionofnon-intactfamilyandinequalityofchildren's

educationalattainmentbetweensocialclasses.MultilevelmodelandBlinder-Oaxacadecomposi-

tionapproachrevealedthreemainfindings:(1)childrenwhoexperiencedparentalseparationare

lesslikelytoattaintertiaryeducationthandotheircounterparts;however,(2)theeducational

attainmentofchildrenwithhighlyeducatedmothersaresignificantlynegativelyinfluencedbythe

experienceofparentaldivorce;and(3)thesedifferentialeffectsofparentalseparationoffsetthe

positiveinfluenceofclassdivergenceinfamilyformationontheintergenerationalreproductionof

inequality.

Inconclusion,thesefindingsdonotsupportthedivergingdestiniesthesis,andrather,confirm

thestabilityoftrendsininequalityofeducationalopportunity,asrepeatedlyshowninsocial

stratificationresearch.

Keywords:seconddemographictransition,divergingdestiniesthesis,educationalattainment,

intergenerationalreproductionofinequality
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資 料

戦前の在外邦人数統計

林 玲 子

Ⅰ．はじめに

日本で最初に海外渡航の旅券（印章）が発給されたのは，明治維新直前の1866(慶應2)

年のことであったが１），海外渡航者に関する統計は，1882(明治15)年に刊行された日本最

初の統計年鑑に掲載されている．この統計年鑑には，1876(明治9)年から1880(明治13)年

までの旅券付与，返納の数が，行先16か国別，男女別に記載されている．その翌年の第2

回統計年鑑には，さらにさかのぼり，1868(明治元)年から1881(明治14)年までの累計が集

計されている．その期間，旅券を付与されたのは10,516人，返納したのは4,420人，差し

引き6,096人が1881(明治14)年における「海外滞在人員」とされている．このように，旅券

の付与・返納数の差で在外邦人数を計算する方法は，1888(明治21)年まで続けられたが，

1889(明治22)年より在外公館が報告する数字となった．

以降，在外公館の報告による在外邦人数が外務省により統計としてとりまとめられたが，

日本の海外進出に応じて，大日本帝国領となった地域の官庁（台湾総督府，樺太庁，関東

庁，朝鮮総督府，南洋庁）が設置されると，その地における邦人数は外務省統計から抜け，

それぞれの官庁での登録統計に計上されることとなった．このような変化に応じて，当初

は「海外在留本邦人」と称されていたものが，「在外内地人」などと称されるようになっ

た．そこで本稿では，現在の日本の地理的範囲外に居住する日本人を，便宜上「在外邦人」

と呼ぶこととした．

戦前の在外邦人数統計は『日本長期統計総覧』（総務庁統計局 1988）にとりまとめられ

ているが，そこでは外務省による統計と，大日本帝国官庁による統計は別に掲載されてお

り，現在の日本の範囲を基準にした在外邦人数を捉えにくかった．そこで本資料ではそれ

らの原資料を精査し，組み合わせた国・地域別の統計を示す．また，上記『日本長期統計

総覧』には掲載されていない，各年の統計年鑑に掲載されている国・地域別，性別の統計

をとりまとめて２），添付資料（電子版）とした．多くの統計書原本はPDF形式で国立国

会図書館デジタルコレクションに収載されており，それらのリンク・書誌情報も含めた．
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1）外務省「外交資料Q&A」https://www.mofa.go.jp/mofaj/annai/honsho/shiryo/qa/sonota_01.html

2）データ入力は松浦明美が担当した．
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図１ 在外邦人数の推移（上：人数，下：構成割合）
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資料：日本帝国統計年鑑，外務省海外在留本邦人調査結果表，朝鮮総督府統計年報，関東局管内現住人口統計，台湾総督府

統計書，樺太庁統計書，南洋庁統計年鑑等より集計．データは添付資料（電子版）を参照のこと．



Ⅱ．戦前の在外邦人数の推移

在外邦人数は1875(明治8年)には3,291人と算定されるが，以来右肩上がりに増加し，

1940(昭和15)年には335万人となった（図1上）．その多くは朝鮮，台湾，樺太，関東州，

南洋群島といった日本の統治下にあった地域に居住していた．

一方，国・地域別の構成割合をみると（図1下），1880年代までは半数以上が朝鮮，次

いで中国と近隣国に多く，欧州の割合も少なくない．その後1890年代にかけて官製移民政

策によりハワイ，次いで米国本土の邦人数が多くなる．1894(明治27)年には，ハワイ，米

国における邦人数の割合は全世界の邦人数の68％になった．その後もハワイ，米国の邦人

数は，数としては増え続けるのであるが，割合としては台湾，朝鮮，次いで関東州，樺太

の居住割合が増大する．大正以降にはこれら日本統治下の地域にいる邦人数は全体の7割

程度を占め続ける．またブラジルに代表される南米居住者の割合は昭和に入り拡大した．

このように，戦前の在外邦人数は年々増加するなかで，その滞在地域は，大きく変動した．

Ⅲ．在外邦人数統計のディテールから

戦前の在外邦人に関する諸事情は，すでに，移民研究や日本の対外膨張政策などの観点

から多くの研究が行われているが，ここでは明治初年から戦中までの統計書式の変遷の中

で目を引く事項について簡単に記述する．

前述のように，当初の在外邦人数統計は，旅券付与人数から返却人数を差し引いたもの

を在外邦人数としていた．最初の統計年鑑には1876(明治9年)から1880(明治13)年まで各

年の旅券付与数と返納数，第2回統計年鑑には，1868(明治元)年から1881(明治14)年まで

の旅券付与数と返納数が合算されて記されているので，その二つをあわせると，1875(明

治8)年末の在外邦人数が算定される．ただし，二回分の統計年鑑の値を突き合わせると

齟齬があり，明治初年，旅券の付与や返納，その集計には漏れも若干あるようである．そ

のようにして求めた1875(明治8)年末の在外邦人数は合計3,291人，一番多いのは隣国の朝

鮮で，男性1,851名，女性124名がすでに朝鮮に滞在していた．しかしながら朝鮮とは江戸

時代を通じて朝鮮通信使など国交があり，釜山には草梁倭館が設置され，日本人居留地と

なっていた（夫 2006）．明治初期の朝鮮在留者には，江戸時代から居住していた者もいた

かもしれない．

また，高橋是清を奴隷として買ったオランダ系米国人リードの斡旋により，1868(明治

元)年には，ハワイに153人，グアム島に40人が移民として出国したが（入江 1942），初期

の統計年鑑にはハワイやグアム島の欄はなく，非公式の国外渡航ということで統計に含ま

れていない可能性が大きい．

この時期の統計表には，「海外行事由」として，渡航理由別の人数が記されているが，

その理由として「職工及奴婢」「雇奴婢」という項目がある．これは1886(明治19)年には
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「傭」という事由に置き換わるが，この事由による在外邦人数の割合は，1884(明治17)年

までは全体の16％程度であったが，1885(明治18)年には倍増し31％，人数にして3,547人と

なった．この増加はハワイの1,933人によるものである．翌年1886(明治19)年に調印された

日布渡航条約は，まさに日本人が奴隷のように働かされることを防ぐための二国間協定で

あり，その後，統計上の記載も，「奴婢」から「傭」へと変化した．

1885(明治18)年以前の「雇奴婢」は，ハワイへの移民にとどまるものではなく，清（中

国），米国，英国，ロシアにも滞在しており，その三分の一は女性であった．日清戦争以

前において海外進出はこれら「娘子軍」と呼ばれた女性移民が開拓者と称されるほど（人

口問題研究所 1942），多くの女性が海外に進出していた．後に職業別人口表では「芸妓・

娼妓・酌婦其他」とされる彼女たちの活動場所は世界各地に及んだ（倉橋 1989）．

日清戦争により台湾が日本統治下となった1896(明治29)年，台湾における日本人数は一

挙に10,584人となった．前年1895(明治28)年までの台湾における日本人数は清国の統計も

含めどこにも示されておらず，隣国朝鮮には明治初年からある程度の日本人が居住してい

たことと対照的である．日清戦争以前の日本と台湾の関係は，54名の日本人漂流者が台湾

原住民により首狩りにあった宮古島島民遭難事件に端を発する1874(明治7)年の台湾出兵

があったが，その後当地に留まる日本人はいなかったようである（Davidson1903）．台

湾総督府第一統計書によれば，1897(明治30)年の日本人台湾渡航者数は32,226人に上るの

で，1896(明治29)年の1年間で1万人余りの日本人が渡航し滞在することになったとして

も，おかしくはない．

樺太の日本人数統計は第一回樺太庁治一斑に本邦人として記載されている．1905(明治

38)年に1,990人であったものが，翌年には10倍の11,969人と急拡大した．この時期，樺太

の人口は本邦人，土人，外国人に区別され，土人にはアイヌ人，ギリヤーク人，オロチヨ

ン人，トングース人，サンダー人の統計がある．つまり，アイヌ人は本邦人に含まれてい

なかった．アイヌ人が内地人に含まれるようになったのは時代も下った1941(昭和16)年に

刊行された昭和14年樺太庁統計書においてであった．アイヌ人は1933(昭和8年)より内地

人とされたが（昭和7年12月13日勅令第373号），統計上内地人に含まれるのはその8年後

であり，法律の規定がすぐに統計表記に反映されていたわけではないようである．図1デー

タには，1905(明治38)年までさかのぼり，アイヌ人を邦人数に含めている．

1914(大正3)年より1925(大正14年)までの樺太庁統計書における人口は，夏季（6月末）

と冬季（12月末）の二種類の数字が掲げられている．季節により人々が移動していたこと

がうかがわれる．内地人は当初夏季人口の方が1～3割多かったが，1921(大正10)年から

冬季人口の方が多くなる．なんらかの産業構造の違いが生じたのではないかと思われる．

図1データには，前後期間との比較のため，冬季の数値を用いた．

アイヌ人以外でも，台湾人，朝鮮人，南洋人の統計上の扱いは，統計により揺らぎがあ

る．外務省による在外邦人数統計においては，台湾人については1898(明治31)年から1910

(明治43)年，および1920(大正9)年に記載があり，朝鮮人については1910(明治43)年と1920

(大正9)年に記載がある．1910(明治43)年時点で在外の台湾人数は1,873人，朝鮮人数は
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1,546人で，台湾人の方が若干多いが，1920(大正9)年では前者が4,785人，後者が63,728人

と，13倍程度，朝鮮人が多い．1920(大正9)年の台湾人口は366万人（第一回台湾国勢調

査集計原表），朝鮮人口は1,729万人（朝鮮総督府統計年報）と，5倍程度の違いでしかな

い．現在においても韓国人の移動性向は国際的にみて高いが（林 2014），20世紀前半でも

そうであったことが示唆される．

在外邦人数統計は，最初の統計年鑑（1882(明治15)年刊行）では米国から始まり次いで

欧州各国が並び，その後に清，ペルー，朝鮮，と並んでいる．このような順列は，当時多

くの使節や留学生を欧米に送り知識を吸収しようとした日本の世界観を反映しているよう

である．しかしその後20世紀に入り，1901(明治34)年統計より，アジア地域が最初に配さ

れるようになった．これが日本政府の世界観の変化によるのか，なんらかの国際基準によ

るものなのかはわからないが，一つの変換点ととらえることができよう．

なお，「州」と記されている世界地域は，1901(明治34)年ではアジア，ヨーロッパ，北

アメリカ，南アメリカ，大洋州の5つであり，アフリカが登場するのは遅くも1919(大正

8)年のことであった．その年の在アフリカ邦人数は47人で，その後増加するものの，戦

前最後の統計である1940(昭和15)年においても172人にとどまる．

Ⅳ．おわりに

全地域の統計が揃う戦前最後の年は1940(昭和15)年であり，その時点で在外邦人数は前

述の通り合計335万人であった．その後，台湾，樺太では1941(昭和16)年まで，朝鮮，関

東州・満洲では1942(昭和17)年まで統計が残り，1940(昭和15)年以降の増加数は32万人に

上り，単純に足し算すれば，367万人の邦人が外地にいたことになる．戦後これらの人々

は引き揚げを余儀なくされたが，その際の引き揚げ人数は民間人319万人であった（厚生

省 1997）．戦後最初の在外邦人数統計は1955(昭和30)年の20万人であり（総務庁統計局

1988），単純に差し引くと28万人が不明，死亡，登録の不備のいずれか，ということにな

る．1872(明治5)年から始まる日本近代の人口統計のうち，戦中戦後直後の統計は，いま

だ明らかでない部分が多い．1940(昭和15)年を基準に考えると日本人口の4.4％が海外に居

住し，また海外生まれの人も多かった．人生100年時代の現在，戦前生まれは日本人口の

16％を占めている．さらに戦前からの日本人移民の子孫が日系人として戻ってきているこ

とを考え合わせれば，戦前在外邦人の人口動向を把握することは現代的な課題でもある．

※本資料は，国立社会保障・人口問題研究所一般会計プロジェクト「人口・社会保障研究アーカイ

ブ形成事業」，および厚生労働行政推進調査事業費補助金（地球規模保健課題解決推進のための行

政施策に関する研究事業）「日中韓における少子高齢化の実態と対応に関する研究」の成果である．

また，本資料の内容は，2020年度日本人口学会関西地域部会で報告し，その際に貴重なコメントを

いただいた．
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OverseasJapaneseStatisticsinPre-warPeriod

HAYASHIReiko

ThenumberofoverseasJapanesebeforeWorldWarIIisavailablethroughstatistical

yearbooksofJapanaswellasTaiwan,Karafuto,Kwantung,KoreaandSouthSeasIslands.Many

oftheoriginalstatisticsarenowdownloadableasPDFontheNationalDietLibraryDigital

Collections.Thedataexploitedhereiscompiledintheelectronicformat,whichalsogivesthelinks

totheoriginaldocuments.

Initially,thenumberofoverseasJapanesewascountedbysubtractingthenumberofpassports

grantedbythenumberofpassportsreturned.TheoverseasJapanesein1875isthusestimatedas

3,291persons.From1889,thenumberwasreplacedbythedirectcountsbythereportsfromthe

overseasconsulates.AsJapanexpandeditsterritory,thenumberwasremovedfromtheoverseas

JapanesestatisticsandenteredintothepopulationstatisticsofeachareaunderJapanesecontrol.

Thenumberincreasedto3.35millionin1940.

Althoughthenumberincreasedmonotonously,thedestinationcountriesandareaschanged

drasticallyovertime.Uptothe1880s,manylivedinneighbouringKoreaandChina.The

proportionofthoselivinginEuropeandtheUSwasnotnegligible,asmanyJapanesevisitedand

studiedtheretolearnfromtheadvancedsocieties.BasedontheJapanese-HawaiianImmigration

Conventionsignedin1886,thenumberofemigrantsinHawaiiandthenintheUSincreased.By

1894,theproportionofoverseasJapaneseinHawaiiandtheUSroseto68%.Thenumberkept

increasing,butthenumberinTaiwan,Karafuto,Kwantung,Koreaincreasedevenmore.The

proportionofoverseasJapaneseintheseJapaneseterritoriesremainedaround70%untiltheendof

WWII.

In1940,4.4%oftheJapanesewerelivingoutsideofJapanproper.Also,manywereborn

overseas.Atpresent,asmanyas16%ofJapanesewerebornbeforeWWII.Inadditiontothe

importanceoftheNikkeipeople,thedescendantsofJapaneseemigrants,nowlivinginJapan,the

trendofoverseasJapaneseinthepre-warperiodisanimportantsubjecttounderstandthepresent

populationinJapan.
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統 計

主要国における合計特殊出生率および

関連指標：1950～2019年

合計特殊出生率（TFR：TotalFertilityRate）は，各国，地域における出生力を表わす代表的な

指標である．本資料は，出生力指標として合計特殊出生率，年齢別出生率ならびに第一子平均出生年

齢について，国際連合１）および国連欧州経済委員会２）が公表している資料を基に，主要国における時

系列推移，国際比較等，人口分析に利用しやすいようまとめたものである３）．

なお，本資料に掲載した国は，原典で公表されている全てではなく，原則として最新（2015年以降）

のデータが更新され，それ以前の年次についても比較的長期のデータが得られている国に限定した．

また，表中に示した国の配列は原典に準拠している． （佐々井 司・別府 志海）

主要結果

主要国における合計特殊出生率の推移をみると，1950～60年代においては，ヨーロッパ諸国で概ね

2から3程度の水準，それ以外の地域では4から8と極めて高い出生率を示していた（図1，表1）．

しかし60年代以降，それまで高水準であった北アメリカ（カナダとアメリカ合衆国を除く中米諸国），

南アメリカ，アジア（日本を除く）地域を含むほぼすべての国々において，2前後の水準にまで低下

している．出生率4以上の比較的高い水準にある国は減少傾向にある．他方で，出生率が相対的に低

い国々では特徴的な2つの動向がみられる．日本をはじめとする東アジア諸国，および東ヨーロッパ

の多くの国々では人口置換水準を大きく下回る状態が続いているのに対し，一度は人口置換水準を下

回ったものの1990年代に入り再び人口置換水準近くにまで出生率が回復する国々が観測される．

表2に掲載する82か国のうち，最新年次における合計特殊出生率が最も高いのはウガンダの5.40

（2019年），逆に最も低いのはホンコン特別行政区の0.93（2019年）で，その差は4.47ポイントである．

合計特殊出生率が相対的に低い国々は，（東）アジア，（東・南）ヨーロッパなどの地域に偏在してい

る．出生率が2を下回る国は43か国で全体の半数以上を占め，さらに1.5を下回る国も17か国となっ

ている．他方で，3以上の国は18か国，そのうち4以上の国も4か国観測される．

表3は年齢別出生率を99か国・地域についてみたものである．合計特殊出生率1.9以上の28か国の

うち25か国では，30歳未満の出生率が30歳以上の出生率よりも高くなっている（逆に，後者が前者を

上回っているのは，イスラエル，オマーン，チュニジアの3か国のみ）．一方，合計特殊出生率1.9未

満の71か国のうち，30歳未満の出生率が30歳以上のそれを上回るのは，42％にあたる30か国となって

いる．さらに，合計特殊出生率1.5未満の27か国に限定すると，前者が後者を上回る国は3分の1と

なり，出生率1.4未満の16か国では4分の1にまで減少する．

つぎに，国連欧州経済委員会（UNECE）加盟国における母の第1子平均出生年齢をみると，ほと
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1）UnitedNations,DemographicYearbook（最新：2019年版．

https://unstats.un.org/unsd/demographic/products/dyb/default.htm）.

2）UNECE,StatisticalDatabase（http://w3.unece.org/pxweb/）.

3）UnitedNations,DemographicYearbook2018年版までを用いた指標は，佐々井司・別府志海「主要国に

おける合計特殊出生率および関連指標：1950～2018年」『人口問題研究』，第76巻3号,2020年9月,pp.416-423

に掲載．



んどの国で上昇傾向にある（表4）．なかでも，アンドラ，ギリシア，アイルランド，イタリア，ル

クセンブルク，スペイン，スイスなどでは第1子出生時の平均年齢が相対的に高く，日本と同様に30

歳を超えている．他方で，アゼルバイジャン，キルギス，ウズベキスタンなどでは24歳以下となって

おり，相対的に若い年齢で第1子を出生していることが示唆される．概して，第1子出生年齢が低い

国では合計特殊出生率が高く，逆に，出生年齢の高い国の合計特殊出生率は低くなる傾向がみられる．
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図１ 主要国の合計特殊出生率

図２ 主要国女性の年齢別出生率：最新年次

マレーシアは，1994年まではマレー半島．ドイツは，1989年までは西ドイツ．

（注）国名横に記した数値は当該年の合計特殊出生率．合計特殊出生率は年齢（5歳階級）別出生

率を合計したものであり，表1の数値と異なる場合がある．
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表１ 主要国の合計特殊出生率：1950～2019年

国 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年 2015年 2019年

〔 ア フ リ カ 〕

ボ ツ ワ ナ … 6.70
6)

6.80
9)

7.07
14)

5.24
15)

4.40
18)

2.79 2.30
28)

…

ブ ル ン ジ … 6.80
6)

6.80
9)

6.80
12)

6.80
15)

6.80
18)

6.06 5.70 4.34
29)

カ メ ル ー ン … 5.68
6)

6.10
9)

6.45
12)

6.10
15)

5.10
18)

… 4.90
27)

4.80
30)

ギ ニ ア … 7.00
6)

7.00
9)

7.00
12)

7.00
15)

6.30
18)

5.10
25)

5.00 4.63

ケ ニ ア … 7.82
6)

8.12
9)

8.12
12)

6.80
15)

5.04 4.60
22)

3.90 3.90
30)

リ ベ リ ア … 6.50
6)

6.25 6.80
12)

6.80
15)

6.80
18)

4.90 4.60
27)

…

モ ー リ シ ャ ス … 5.98
6)

4.25
9)

3.07
12)

2.32 1.99 1.47 1.36 1.40

モ ザ ン ビ ー ク … 6.29
6)

6.50
9)

6.50
12)

6.50
15)

5.80 5.60 5.40
26)

…

セ ネ ガ ル … 6.90
6)

7.00
9)

7.00
12)

6.50
15)

5.60
18)

4.86 4.90 4.60
29)

セ ー シ ェ ル … 5.45 6.10
11)

4.16 2.73 2.08 2.17 2.31 2.34

南 ア フ リ カ … 6.51
6)

5.90
9)

5.09
12)

4.38
15)

2.86 2.38
23)

2.47 2.40
30)

ス ワ ジ ラ ン ド … 6.50
6)

6.50
9)

6.50
12)

5.25
15)

4.80
18)

3.80 3.50 …

チ ュ ニ ジ ア … 7.00
6)

6.09 4.51 3.35 2.23
18)

2.13 2.30 2.21
29)

ウ ガ ン ダ … 6.90
6)

6.90
9)

6.90
12)

7.30
15)

7.10
18)

6.20
24)

5.80 5.40

タ ン ザ ニ ア … 6.82
6)

6.87
9)

7.10
12)

6.50
15)

5.50
18)

5.10 5.20 5.00

〔北アメリカ〕

カ ナ ダ 3.37 3.80 2.26 1.71 1.83 1.49 1.67
23)

1.56 1.50
30)

キ ュ ー バ … 3.68
6)

3.70 1.64 1.83 1.60
18)

1.69 1.72 1.65
30)

ド ミ ニ カ 共 和 国 7.22 5.30 6.82 5.55 3.50
15)

2.90
18)

2.46 2.34 2.24

エ ル サ ル バ ド ル 6.06 6.81 6.62 5.70 4.52
15)

2.79
19)

2.30
25)

2.20
26)

…

グ リ ー ン ラ ン ド … 6.69 3.49 2.40 2.44 2.31 2.26 2.11 2.05

パ ナ マ 4.18 5.59 4.99 3.63 2.88 2.50
20)

2.40 2.40 2.40
30)

プ エ ル ト リ コ 5.24 4.67 3.16 2.72 2.29 2.03 1.62 1.34 1.04
30)

ア メ リ カ 合 衆 国 3.02 3.64 2.44 1.84 2.02
16)

2.06 1.93 1.84 …

〔南アメリカ〕

ア ル ゼ ン チ ン … 2.53
8)

3.17 3.28 2.83 2.35 2.39 2.32 2.10
29)

ブ ラ ジ ル … 6.15
6)

5.38
9)

2.80 2.66 2.20 1.87 1.69
28)

…

チ リ 4.21
5)

4.81 3.63 2.66 2.54 2.10 1.91 1.79 1.57
29)

コ ロ ン ビ ア 4.88
4)

6.76
6)

6.28
9)

4.14
12)

2.90
15)

2.73
19)

2.35
25)

2.02 1.93

エ ク ア ド ル 6.90 6.90 5.92 5.00 3.74 2.82 2.79 2.54 2.42
30)

ペ ル ー 3.36
2)

5.40 4.51 4.65 3.70 3.02 2.49 2.33 2.23

ウ ル グ ア イ 2.73 2.90 3.00 2.57 2.33 2.25 1.92 1.84 1.79

ベ ネ ズ エ ラ 5.51 6.58
8)

5.68 4.13 3.59 2.93
18)

2.47
24)

2.41
27)

…

〔 ア ジ ア 〕

ア フ ガ ニ ス タ ン … 6.86
6)

7.13
9)

7.60
13)

6.90
15)

6.90
18)

6.30
23)

5.30 …

バ ー レ ー ン … 6.97
6)

6.97
9)

4.40
14)

3.90 2.75 1.88 2.09 1.84
30)

バ ン グ ラ デ シ ュ … 6.62
6)

6.91
9)

4.97
14)

4.45
15)

2.56
20)

2.12 2.10 2.04

ホンコン特別行政区 … 4.70
6)

3.29 2.06 1.21 1.04 1.13 1.20 1.05

マカオ特別行政区 … 5.16 2.04 1.87
14)

1.61
17)

0.95 1.07 1.14 0.93

キ プ ロ ス 3.95 3.44 2.74 2.32 2.43 1.64 1.44 1.32 …

イ ン ド … 5.92
6)

5.69
9)

4.40 3.80 3.20 2.50 2.30 2.20
30)

イ ン ド ネ シ ア … 5.67
6)

5.57
9)

4.42 3.08 2.54 2.41 2.17 2.11

イ ラ ン … 7.20
6)

6.97
9)

6.50
12)

4.90
17)

2.50
20)

1.79
24)

2.11
28)

…

イ ラ ク … 7.17
6)

7.17
9)

6.56
12)

6.15
15)

5.30
18)

… 4.02
28)

3.60
30)

イ ス ラ エ ル … 3.94 3.92 3.10 3.02 2.95 3.03 3.09 3.09
30)

日 本 3.65 2.00 2.13 1.75 1.54 1.36 1.39 1.45 1.36
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表１ 主要国の合計特殊出生率：1950～2019年（つづき）

国 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年 2015年 2019年

ヨ ル ダ ン … 7.38
6)

5.12 8.40
13)

6.20
16)

3.50
20)

3.80 3.38
28)

…

ク ウ ェ ー ト … 7.21
6)

6.78 5.50 3.94
15)

4.23 2.69
23)

1.90
27)

…

ラ オ ス … 6.15
6)

6.15
9)

6.69
12)

6.69
15)

4.90 3.20 3.20 …

マ レ ー シ ア … 6.94
6)

5.94
9)

4.16
12)

4.00
15)

2.96 2.14 2.00 1.84
30)

モ ン ゴ ル … 6.00
6)

7.32
9)

6.65
12)

4.83
15)

2.20 2.40 3.10 3.00

ミ ャ ン マ ー … 6.05
6)

5.74
9)

5.02
12)

4.50
15)

3.30
18)

2.03 2.48 2.44
29)

オ マ ー ン … 7.20
6)

7.20
9)

7.20
12)

7.20
15)

4.70 3.00 2.90 2.70

カ タ ー ル … 6.97
6)

6.97
9)

6.35
12)

4.70
15)

2.77
21)

2.08 2.00 1.83
29)

韓 国 … 6.00 4.50 2.70 1.59 1.47 1.23 1.24 0.98
30)

サ ウ ジ ア ラ ビ ア … 7.17
6)

7.26
9)

7.28
12)

6.80
15)

4.30 2.98 2.69 1.90
30)

シ ン ガ ポ ー ル … 6.00
6)

3.10 1.74 1.82 1.60 1.15 1.24 1.14

東 テ ィ モ ー ル … 6.35
6)

6.16
9)

4.30
12)

5.21
15)

4.40
18)

… 4.29 3.70
30)

ト ル コ … 6.54
6)

5.62
9)

4.51
12)

3.39
16)

2.27 2.11 2.10
28)

…

ベ ト ナ ム … 6.05
6)

5.94
9)

5.59
12)

4.22
15)

2.50
18)

2.00 2.10 2.09

〔ヨーロッパ〕

オ ー ス ト リ ア 2.03
4)

2.61
7)

2.31 1.68 1.45 1.36 1.44 1.53
28)

…

ブ ル ガ リ ア … 2.30 2.18 2.06 1.73 1.27 1.49 1.54
28)

…

デ ン マ ー ク 2.58 2.54 1.97 1.54 1.67 1.77 1.88 1.79
28)

…

フ ィ ン ラ ン ド 3.16 2.71 1.83 1.63 1.79 1.73 1.87 1.57
28)

…

フ ラ ン ス 2.90 2.70 2.47 1.99 1.78 1.88 2.02 1.89
28)

…

ド イ ツ 1.88
1)

2.34
1)

2.01
1)

1.46
1)

1.33
17)

1.38 1.39 1.50 …

ハ ン ガ リ ー 2.54
3)

2.02 1.96 1.93 1.85 1.33 1.26 1.44 1.49
30)

ア イ ス ラ ン ド 3.86 4.29 2.79 2.48 2.31 2.08 2.20 1.75
28)

…

ア イ ル ラ ン ド … 3.79
8)

3.86 3.23 2.20 1.90 2.06 1.94 …

イ タ リ ア 2.37
4)

2.29 2.40
10)

1.62 1.36 1.26 1.41 1.35 …

ル ク セ ン ブ ル ク … 2.29 1.97 1.50 1.62 1.78 1.63 1.39
29)

1.38
30)

マ ル タ … 3.62 2.02 2.06 2.06 1.72 1.36 1.37 1.23
30)

ノ ル ウ ェ ー 2.53 2.85 2.54 1.73 1.93 1.85 1.95 1.73 1.56
30)

ポ ー ラ ン ド 3.64 3.01 2.23 2.28 2.04 1.37 1.38 1.36
28)

…

ポ ル ト ガ ル 3.15 3.01 2.88 2.07 1.51 1.56 1.39 1.36
28)

…

ル ー マ ニ ア … 2.62
6)

2.89 2.45 1.83 1.31 1.33 1.40
26)

…

ス ペ イ ン 2.46 2.81 2.82 2.05
14)

1.33 1.23 1.37 1.33
28)

…

ス ウ ェ ー デ ン 2.32 2.17 1.94 1.68 2.14 1.57 1.99 1.85
28)

…

ス イ ス 2.40 2.34 2.09 1.55 1.59 1.50 1.54 1.55
28)

…

イ ギ リ ス … 2.50
6)

2.52
9)

1.72
12)

1.84 1.64 1.91
24)

1.82
27)

…

〔オセアニア〕

オ ー ス ト ラ リ ア 3.06 3.45 2.86 1.90 1.91 1.76 1.95 1.80 1.74
30)

仏 領 ポ リ ネ シ ア … 6.40
6)

6.20
9)

4.23
12)

3.57
15)

2.60
18)

2.13 1.83 1.79
30)

グ ア ム 5.35 5.95 4.76 3.21 3.35 4.00
18)

2.52 2.38
27)

2.68
30)

ニュージーランド … 3.93
6)

3.16 2.03 2.16 1.98 2.17 1.99 1.75

サ モ ア … 8.30
6)

5.78
11)

6.25
12)

5.00
15)

4.50
18)

4.70
24)

3.77
28)

…

UnitedNations,DemographicYearbookによる．ただし日本は国立社会保障・人口問題研究所の算出による．
…は該当年（前後の年も含む）のデータが得られない．1)1980年以前は旧西ドイツ．2)1948年．3)1949年．
4)1951年．5)1952年．6)1958年．7)1959年．8)1961年．9)1968年．10)1969年．11)1971年．12)1978年．13)1979年．
14)1981年．15)1988年，16)1989年．17)1991年．18)1998年．19)1999年．20)2001年．21)2002年．22)2008年．23)
2009年．24)2011年．25)2012年．26)2013年．27)2014年．28)2016年．29)2017年．30)2018年．
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表２ 主要国の合計特殊出生率の低い順：最新年次

順位 国 （年次） 合計特殊
出 生 率 順位 国 （年次） 合計特殊

出 生 率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

10

10

13

14

14

16

17

17

19

20

21

22

23

23

25

26

27

28

28

30

30

30

33

34

35

35

35

38

39

40

40

マ カ オ 特 別 行 政 区

韓 国

プ エ ル ト リ コ

ホンコン特別行政区

シ ン ガ ポ ー ル

マ ル タ

キ プ ロ ス

ス ペ イ ン

イ タ リ ア

ポ ー ラ ン ド

日 本

ポ ル ト ガ ル

ル ク セ ン ブ ル ク

モ ー リ シ ャ ス

ル ー マ ニ ア

ハ ン ガ リ ー

カ ナ ダ

ド イ ツ

オ ー ス ト リ ア

ブ ル ガ リ ア

ス イ ス

ノ ル ウ ェ ー

チ リ

フ ィ ン ラ ン ド

キ ュ ー バ

ブ ラ ジ ル

オ ー ス ト ラ リ ア

ア イ ス ラ ン ド

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

デ ン マ ー ク

仏 領 ポ リ ネ シ ア

ウ ル グ ア イ

イ ギ リ ス

カ タ ー ル

バ ー レ ー ン

マ レ ー シ ア

ア メ リ カ 合 衆 国

ス ウ ェ ー デ ン

フ ラ ン ス

ク ウ ェ ー ト

サ ウ ジ ア ラ ビ ア

（2019）

（2018）

（2018）

（2019）

（2019）

（2018）

（2015）

（2016）

（2015）

（2016）

（2019）

（2016）

（2018）

（2019）

（2013）

（2018）

（2018）

（2015）

（2016）

（2016）

（2016）

（2018）

（2017）

（2016）

（2018）

（2016）

（2018）

（2016）

（2019）

（2016）

（2018）

（2019）

（2014）

（2017）

（2018）

（2018）

（2015）

（2016）

（2016）

（2014）

（2018）

0.93

0.98

1.04

1.05

1.14

1.23

1.32

1.33

1.35

1.36

1.36

1.36

1.38

1.40

1.40

1.49

1.50

1.50

1.53

1.54

1.55

1.56

1.57

1.57

1.65

1.69

1.74

1.75

1.75

1.79

1.79

1.79

1.82

1.83

1.84

1.84

1.84

1.85

1.89

1.90

1.90

42

43

44

45

46

47

47

49

49

51

51

53

54

55

56

57

58

58

60

61

62

63

64

65

66

67

68

68

70

71

72

73

74

75

75

77

78

79

80

81

81

コ ロ ン ビ ア

ア イ ル ラ ン ド

バ ン グ ラ デ シ ュ

グ リ ー ン ラ ン ド

ベ ト ナ ム

ア ル ゼ ン チ ン

ト ル コ

イ ラ ン

イ ン ド ネ シ ア

エ ル サ ル バ ド ル

イ ン ド

チ ュ ニ ジ ア

ペ ル ー

ド ミ ニ カ 共 和 国

ボ ツ ワ ナ

セ ー シ ェ ル

南 ア フ リ カ

パ ナ マ

ベ ネ ズ エ ラ

エ ク ア ド ル

ミ ャ ン マ ー

グ ア ム

オ マ ー ン

モ ン ゴ ル

イ ス ラ エ ル

ラ オ ス

ヨ ル ダ ン

ス ワ ジ ラ ン ド

イ ラ ク

東 テ ィ モ ー ル

サ モ ア

ケ ニ ア

ブ ル ン ジ

リ ベ リ ア

セ ネ ガ ル

ギ ニ ア

カ メ ル ー ン

タ ン ザ ニ ア

ア フ ガ ニ ス タ ン

モ ザ ン ビ ー ク

ウ ガ ン ダ

（2019）

（2015）

（2019）

（2019）

（2019）

（2017）

（2016）

（2016）

（2019）

（2013）

（2018）

（2017）

（2019）

（2019）

（2016）

（2019）

（2018）

（2018）

（2014）

（2018）

（2017）

（2018）

（2019）

（2019）

（2018）

（2015）

（2016）

（2015）

（2018）

（2018）

（2016）

（2018）

（2017）

（2014）

（2017）

（2019）

（2018）

（2019）

（2015）

（2013）

（2019）

1.93

1.94

2.04

2.05

2.09

2.10

2.10

2.11

2.11

2.20

2.20

2.21

2.23

2.24

2.30

2.34

2.40

2.40

2.41

2.42

2.44

2.68

2.70

3.00

3.09

3.20

3.38

3.50

3.60

3.70

3.77

3.90

4.34

4.60

4.60

4.63

4.80

5.00

5.30

5.40

5.40

表1に基づく．
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表３ 女性の年齢別出生率：最新年次
（‰）

国 （年次） 総 数1) 20歳未満2)20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上3)

〔 ア フ リ カ 〕

ボ ツ ワ ナ （2018） 84.6 53.3 137.3 129.3 105.0 78.2 29.4 2.8

カ ー ボ ベ ル デ *（2018） 64.2 58.8 100.2 88.7 75.2 53.2 18.3 1.3

マ ラ ウ ィ （2018） 135.1 100.9 203.1 186.7 157.6 114.2 53.1 17.6

モ ー リ シ ャ ス （2019） 40.4 23.2 54.1 82.2 74.2 35.9 8.3 0.6

マ ヨ ッ ト （2018） 140.8 78.2 223.6 235.5 194.5 127.6 52.8 6.6

レ ユ ニ オ ン （2018） 64.5 28.1 108.1 140.3 115.1 66.8 20.8 0.8

セ ー シ ェ ル （2019） 77.1 89.0 326.6 169.8 104.5 46.3 20.6 1.0

チ ュ ニ ジ ア （2017） 68.9 7.3 62.9 131.2 133.1 80.1 25.6 2.3

〔北アメリカ〕

アンチグア･バーブーダ （2018） 38.9 27.6 70.8 67.7 60.1 37.4 7.4 0.3

ア ル バ （2019） 39.3 21.0 81.5 85.4 64.8 36.0 8.1 0.2

バ ー ミ ュ ー ダ （2018） 38.0 4.3 37.6 65.9 81.7 61.0 16.0 2.0

カ ナ ダ （2018） 44.4 6.6 33.8 83.5 106.3 57.0 12.0 0.8

コ ス タ リ カ *（2019） 48.7 38.6 87.1 87.5 66.6 36.4 9.4 0.4

キ ュ ー バ （2018） 44.3 53.3 96.8 88.0 58.0 26.7 4.8 0.2

グ リ ー ン ラ ン ド （2019） 66.0 37.0 108.9 106.6 99.1 48.4 9.5 0.7

グ ア ド ル ー プ （2018） 45.5 9.5 65.3 93.7 102.5 69.3 10.4

グ ア テ マ ラ （2018） 85.8 77.7 138.9 124.3 94.2 60.3 21.9 1.8

マ ル チ ニ ー ク （2017） 46.5 18.6 79.5 98.9 99.0 61.3 15.7 1.0

メ キ シ コ （2017） 59.0 62.1 107.8 98.9 71.3 36.0 9.3 0.7

パ ナ マ （2018） 72.0 73.5 131.7 117.9 88.4 50.5 14.0 1.1

セントビンセント･グレナディーン （2017） 55.0 49.5 92.6 88.3 69.2 51.6 15.9 2.2

ア メ リ カ 合 衆 国 （2018） 50.8 17.4 68.0 95.3 99.7 52.6 11.8 0.8

〔南アメリカ〕

ア ル ゼ ン チ ン （2018） 61.1 50.1 95.1 95.5 87.8 58.7 18.2

ブ ラ ジ ル （2017） 50.9 52.1 85.4 81.5 67.0 40.1 10.6 0.7

チ リ （2017） 46.9 27.0 65.1 79.0 75.9 52.7 14.6 0.9

仏 領 ギ ア ナ （2017） 114.8 79.7 178.3 201.8 171.2 111.6 35.7 3.5

ス リ ナ ム （2018） 65.1 53.9 105.6 113.1 93.8 51.2 16.3 0.9

ウ ル グ ア イ （2018） 46.6 35.8 71.9 73.8 76.0 47.4 12.7 0.9

〔 ア ジ ア 〕

ア ル メ ニ ア （2018） 48.5 18.9 109.2 98.2 57.0 25.5 5.1 0.5

アゼルバイジャン （2018） 52.5 43.2 136.6 95.9 45.3 17.5 4.1 0.4

バ ー レ ー ン （2018） 60.2 12.4 81.6 101.5 90.4 59.0 20.8 1.9

ブ ル ネ イ （2018） 50.0 9.0 40.2 101.2 105.3 62.1 16.6 1.3

ホンコン特別行政区 （2019） 26.5 1.8 12.8 40.8 65.1 38.6 8.8 0.6

キ プ ロ ス （2018） 41.9 7.8 25.9 64.9 94.7 56.7 13.4 1.4

ジ ョ ー ジ ア （2018） 60.8 32.0 120.4 124.7 85.2 44.3 11.0 1.0

イ ラ ン （2018） 58.5 31.2 89.2 104.5 84.8 50.1 15.0 1.4

イ ス ラ エ ル （2018） 89.2 8.2 102.3 177.1 184.4 110.4 31.5 3.3

日 本 （2019） 35.7 2.8 24.9 77.2 98.5 55.8 11.7 0.3

カ ザ フ ス タ ン （2019） 88.6 23.2 166.3 172.7 124.2 74.5 20.3 0.9

ク ウ ェ ー ト （2018） 59.6 5.4 81.6 165.9 102.8 57.9 17.7 2.0

キ ル ギ ス （2018） 106.8 35.9 207.9 186.0 130.4 77.5 21.3 1.3

マ レ ー シ ア （2018） 57.2 8.5 43.8 103.5 116.9 72.3 21.7 1.6

モ ル ジ ブ （2017） 67.4 9.1 85.2 124.0 100.2 61.0 22.0 1.4

モ ン ゴ ル （2019） 91.9 30.5 147.6 166.7 134.7 91.9 24.3 1.1

オ マ ー ン （2019） 90.9 8.3 82.0 143.5 140.7 109.4 47.6 6.2

フ ィ リ ピ ン （2018） 61.2 36.1 96.2 103.2 83.4 55.1 20.2 2.1

カ タ ー ル （2018） 60.9 8.5 75.7 93.1 91.8 57.6 21.4 2.7

韓 国 （2018） 26.4 1.0 8.1 39.9 89.5 45.9 6.4 0.2

サ ウ ジ ア ラ ビ ア （2017） 59.3 9.6 68.0 111.6 97.2 64.1 17.9 11.4

シ ン ガ ポ ー ル （2019） 39.1 2.5 13.4 64.9 108.1 59.6 11.4 0.5

ト ル コ （2018） 58.5 19.4 89.6 127.9 98.1 50.1 11.8 0.9
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表３ 女性の年齢別出生率：最新年次（つづき）
（‰）

国 （年次） 総 数1) 20歳未満2)20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上3)

〔 ア ジ ア 〕

ウ ズ ベ キ ス タ ン （2018） 86.6 1.0 59.2 209.5 158.1 73.8 23.0 6.2

〔ヨーロッパ〕

オ ー ラ ン ド （2018） 47.9 4.1 56.8 126.7 104.2 44.8 6.5 -

ア ル バ ニ ア （2018） 41.9 14.3 60.6 90.1 73.9 30.1 5.3 0.4

ア ン ド ラ （2018） 29.3 2.5 13.1 49.4 73.1 50.8 15.7 2.3

オ ー ス ト リ ア （2018） 43.4 5.5 38.3 85.9 98.8 55.1 11.7 0.8

ベ ラ ル ー シ （2018） 42.5 11.6 73.8 92.9 71.6 34.4 6.7 0.3

ベ ル ギ ー （2018） 47.4 5.5 35.7 104.0 115.9 51.2 11.7 0.8

ブ ル ガ リ ア （2018） 41.3 38.9 69.3 88.8 72.3 32.9 7.2 0.8

ク ロ ア チ ア （2018） 42.2 8.6 41.0 87.7 98.0 48.5 9.8 0.5

チ ェ コ （2018） 48.1 10.8 51.3 105.3 112.5 51.5 9.8 0.7

デ ン マ ー ク （2018） 48.6 2.4 31.9 109.0 128.4 60.9 12.5 0.7

エ ス ト ニ ア （2018） 50.3 9.6 46.8 102.0 103.5 57.5 15.9 0.8

フ ェ ロ ー 諸 島 （2019） 65.7 8.7 79.4 159.7 147.7 68.7 15.5 -

フ ィ ン ラ ン ド （2018） 42.0 4.3 36.2 81.1 95.0 53.5 12.8 0.7

フ ラ ン ス （2018） 51.6 4.6 40.2 107.0 126.9 68.8 18.0 1.2

ド イ ツ （2018） 46.2 7.4 35.8 84.3 109.8 63.3 13.5 0.6

ギ リ シ ャ （2018） 36.9 8.5 27.2 63.9 95.0 56.7 13.9 2.2

ハ ン ガ リ ー （2018） 41.8 22.0 47.3 80.1 96.3 50.0 11.5 0.5

ア イ ス ラ ン ド （2018） 51.6 5.3 48.4 108.4 106.5 59.0 13.2 1.4

ア イ ル ラ ン ド （2018） 52.0 6.2 36.2 72.0 118.6 93.4 23.2 1.8

マ ン 島 （2016） 41.4 10.1 51.2 81.1 100.9 58.4 11.4 0.3

イ タ リ ア （2018） 34.8 4.1 25.0 62.0 89.2 59.7 15.7 1.4

ラ ト ビ ア （2018） 46.4 12.2 54.0 95.7 90.4 51.5 12.6 0.8

リヒテンシュタイン （2018） 44.7 1.0 18.0 75.4 136.8 73.8 9.9 1.3

リ ト ア ニ ア （2018） 46.9 11.2 44.2 105.9 106.1 49.6 9.7 0.3

ル ク セ ン ブ ル ク （2018） 42.5 4.6 23.3 64.0 103.9 67.6 16.5 1.1

マ ル タ （2018） 39.5 12.1 29.9 60.4 87.8 48.4 9.5 0.5

モ ン テ ネ グ ロ （2018） 50.0 9.6 57.9 119.7 100.0 49.9 11.1 1.0

オ ラ ン ダ （2018） 44.7 2.6 25.3 91.9 127.6 60.7 10.8 0.5

北 マ ケ ド ニ ア （2018） 42.1 15.5 59.1 95.3 75.6 33.2 6.0 0.4

ノ ル ウ ェ ー （2018） 45.7 2.5 32.5 97.3 115.5 55.4 10.9 0.8

ポ ー ラ ン ド （2018） 43.8 10.3 49.2 99.1 87.1 39.2 7.9 0.4

ポ ル ト ガ ル （2018） 37.9 7.4 32.7 69.5 96.2 61.1 14.3 0.9

モ ル ド バ （2018） 51.1 31.7 99.5 100.3 71.5 33.3 6.8 0.3

ル ー マ ニ ア （2018） 46.1 36.4 74.2 108.3 85.9 36.7 7.7 0.4

サ ン マ リ ノ （2017） 29.5 1.2 10.9 61.6 79.1 51.6 16.1 1.9

セ ル ビ ア （2018） 42.0 14.0 56.1 91.0 84.9 41.3 8.8 0.6

ス ロ バ キ ア （2018） 44.5 26.3 57.2 90.3 87.5 40.2 7.6 0.3

ス ロ ベ ニ ア （2018） 45.5 3.9 42.9 109.8 108.1 47.9 9.2 0.6

ス ペ イ ン （2018） 35.4 6.2 24.2 51.9 87.1 64.5 16.9 1.5

ス ウ ェ ー デ ン （2018） 53.1 4.3 39.6 104.9 124.9 66.9 14.2 1.0

ス イ ス （2018） 45.7 2.3 24.7 77.2 113.2 70.2 15.3 1.0

ウ ク ラ イ ナ （2017） 36.2 20.6 74.2 77.8 51.2 24.3 5.3 0.5

イ ギ リ ス （2018） 49.3 11.8 49.5 89.6 106.5 63.6 14.5 1.0

〔オセアニア〕

オ ー ス ト ラ リ ア （2018） 52.8 9.4 42.6 89.0 119.6 71.9 16.0 1.2

仏 領 ポ リ ネ シ ア （2018） 52.0 31.6 86.9 85.0 78.0 55.4 20.0 1.9

グ ア ム （2018） 83.3 35.1 135.7 158.2 137.0 84.1 19.6 1.4

サ モ ア （2016） 110.1 31.4 166.8 199.2 164.5 121.1 56.3 14.6

UnitedNations,DemographicYearbook2019年版において2016年以降のデータが得られる99か国について．
ただし日本は国立社会保障・人口問題研究所の算出による．
*)概数による．1)15～49歳女性人口に対する率．2)15～19歳女性人口に対する率．3)45～49歳女性人口に対する
率．
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表４ ＵＮＥＣＥ加盟国および日本における母の第１子平均出生年齢：1980～2019年
（歳）

国 1980年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2018年 2019年

ア ン ド ラ … … … … … 31.3 32.7 33.2 32.8

ア ル メ ニ ア 22.1 22.8 22.5 22.3 22.7 23.3 24.4 25.1 25.2

オ ー ス ト リ ア … 25.0 25.6 26.4 27.3 28.2 29.2 29.5 29.7

アゼルバイジャン 23.1 23.0 23.8 24.1 23.9 24.4 23.3 23.9 24.0

ベ ラ ル ー シ … 22.9 22.9 23.3 23.9 24.9 26.0 26.7 26.8

ベ ル ギ ー 24.7 26.4 27.5 27.3 27.9 28.0 28.7 29.0 29.2

ボスニア･ヘルツェゴビナ 22.8 23.5 … 23.9 24.4 25.9 27.2 27.4 27.7

ブ ル ガ リ ア 21.9 22.0 22.2 23.5 24.8 25.6 26.0 26.2 26.3

カ ナ ダ 24.1 25.8 26.4 27.0 27.5 27.8 28.7 29.2 29.4

ク ロ ア チ ア 23.3 24.3 25.0 25.6 26.5 27.5 28.3 28.8 28.9

キ プ ロ ス 23.8 24.7 25.5 26.1 27.4 28.5 29.5 29.8 30.0

チ ェ コ 22.4 22.4 22.9 24.9 26.6 27.6 28.2 28.4 28.5

デ ン マ ー ク 24.6 26.3 27.3 28.1 28.8 29.0 29.2 29.5 29.7

エ ス ト ニ ア 23.2 22.7 23.0 24.0 25.2 26.3 27.2 27.7 28.2

フ ィ ン ラ ン ド 25.5 26.8 27.6 27.6 27.9 28.3 28.8 29.2 29.4

フ ラ ン ス … … 28.1 27.8 28.5 28.1 28.4 28.7 28.8

ジ ョ ー ジ ア … 23.7 23.5 24.2 24.0 23.9 24.7 25.6 25.9

ド イ ツ 25.2 26.9 28.1 29.0 29.6 28.9 29.5 29.7 29.8

ギ リ シ ャ 23.3 24.7 26.6 27.5 28.1 29.1 30.2 30.4 30.6

ハ ン ガ リ ー 22.9 23.0 23.4 25.0 27.0 27.7 27.9 28.2 28.3

ア イ ス ラ ン ド 21.9 24.0 24.9 25.5 26.3 26.9 27.5 28.3 28.7

ア イ ル ラ ン ド 25.0 26.3 27.0 27.4 28.7 29.2 29.9 30.5 30.7

イ ス ラ エ ル … … 25.2 25.7 26.6 27.2 27.6 27.7 27.7

イ タ リ ア 25.1 26.9 28.0 28.6 29.6 30.3 30.8 31.2 31.3

カ ザ フ ス タ ン … 22.4 22.2 23.4 24.3 25.0 28.0 28.7 28.9

キ ル ギ ス 21.8 21.9 21.8 22.7 23.5 23.6 23.1 22.9 22.6

ラ ト ビ ア 22.9 22.7 23.0 23.9 24.7 26.0 26.5 27.2 27.3

リ ト ア ニ ア 23.8 23.3 23.2 23.9 24.9 26.4 27.1 27.8 28.0

ル ク セ ン ブ ル ク … … 27.9 28.6 29.1 29.5 30.2 30.9 31.1

マ ル タ … … … … … 27.4 28.7 29.2 29.0

モ ン テ ネ グ ロ … … … 25.6 25.5 26.3 … … …

オ ラ ン ダ 25.6 27.5 28.6 29.1 29.4 29.2 29.7 30.0 30.1

北 マ ケ ド ニ ア 22.9 23.3 23.5 24.2 25.0 26.0 26.8 26.9 27.0

ノ ル ウ ェ ー … 25.5 26.5 27.3 28.1 28.0 28.9 29.5 29.7

ポ ー ラ ン ド 23.4 23.5 23.8 24.5 25.8 26.5 27.0 27.4 27.6

ポ ル ト ガ ル 24.0 24.9 25.8 26.5 27.3 28.1 29.5 29.8 29.9

モ ル ド バ 22.5 22.8 22.0 21.8 22.4 23.5 24.5 25.0 25.2

ル ー マ ニ ア 22.6 22.3 22.7 23.7 24.9 25.5 26.3 26.7 26.9

ロ シ ア 23.0 22.6 22.7 23.5 24.1 24.9 … … …

サ ン マ リ ノ … … … … 30.4 31.6 31.5 31.7 31.9

セ ル ビ ア 23.4 23.8 24.3 24.9 25.9 26.9 27.7 28.1 28.1

ス ロ バ キ ア … 21.0 21.8 23.9 25.7 27.0 27.1 27.1 27.2

ス ロ ベ ニ ア 22.5 23.9 25.1 26.5 27.8 28.4 28.7 28.8 28.9

ス ペ イ ン 25.1 26.8 28.4 29.1 29.3 29.8 30.7 31.0 31.1

ス ウ ェ ー デ ン 25.5 26.3 27.3 28.2 29.0 28.9 29.2 29.3 29.5

ス イ ス 26.3 27.6 28.1 28.7 29.2 30.0 30.6 30.9 31.0

タ ジ キ ス タ ン 21.8 22.4 21.9 21.7 20.9 22.6 22.9 … …

ウ ク ラ イ ナ 22.2 22.7 … 22.3 23.0 24.1 25.1 25.9 26.2

イ ギ リ ス 24.7 25.5 26.1 26.5 27.2 27.7 28.7 29.0 …

ア メ リ カ 22.7 24.2 24.5 24.9 25.2 25.4 26.4 26.9 27.0

ウ ズ ベ キ ス タ ン … 22.4 22.2 23.2 23.2 23.1 23.4 23.7 23.7

日 本 1) 26.1 27.2 27.8 28.0 28.6 29.3 30.0 30.2 30.2

UNECE,StatisticalDatabese（オンライン版）による．平均出生年齢は出生順位別出生率による平均値．1)国
立社会保障・人口問題研究所の算出による．
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統 計

主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資料

国際連合（統計局）が刊行している『世界人口年鑑』の最新版（2019年版）１）に掲載されている各

国の年齢（5歳階級）別人口に基づいて算定した年齢構造に関する主要指標をここに掲載する．この

ような計算は，従来より国立社会保障・人口問題研究所で毎年行い，本欄に結果を掲載している２）．

掲載した指標は，年齢構造係数３），従属人口指数４）（年少人口指数と老年人口指数の別）および老

年化指数５），ならびに平均年齢６）と中位数年齢７）である． （別府志海）
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1）原典は，UnitedNations,DemographicYearbook2019,NewYork．

2）2018年版によるものは，別府志海「主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資料」，『人口問題研究』，

第76巻3号，2020年9月，pp.424～433に掲載．

3）年齢3区分（0～14歳，15～64歳，65歳以上）人口について，総人口に占める割合．

4）従属人口指数＝年少人口指数＋老年人口指数

年少人口指数＝（0～14歳人口）／（15～64歳人口）×100

老年人口指数＝（65歳以上人口）／（15～64歳人口）×100

5）老年化指数＝（65歳以上人口）／（0～14歳人口）×100

6）日本については年齢各歳別，他の国は年齢5歳階級別人口を用いた．各年齢階級の代表年齢は，その年齢階

級のはじめの年齢に，5歳階級の場合には2.5歳を，各歳の場合には0.5歳を加えた年齢として，平均年齢算出

に用いた．なお，最終の年齢階級（Openend）の代表年齢は，日本における年齢各歳別人口（2015年国勢調

査）を用いて算出した平均年齢による．すなわち，65歳以上は75.89歳，70歳以上は79.36歳，75歳以上は82.61

歳，80歳以上は85.89歳，85歳以上は89.48歳，90歳以上は93.37歳，95歳以上は97.61歳，100歳以上は101.98歳

をそれぞれ用いた．

7）年齢別人口を低年齢から順次累積し，総人口の半分の人口に達する年齢を求める．ただし，中位数年齢該当

年齢（日本は各歳，他の国は5歳）階級内については直線補間による．

図 世界主要地域の年齢３区分別年齢構造係数：2019年

U.N,DemographicYearbook,2019による．
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参考表 主要国の65歳以上年齢構造係数の高い順：人口総数500万人以上の国

順位 国・地域 （年） 65歳以上
係数（％） 順位 国・地域 （年） 65歳以上

係数（％）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55

日 本
イ タ リ ア
ギ リ シ ャ
ポ ル ト ガ ル
フ ィ ン ラ ン ド
ド イ ツ
ブ ル ガ リ ア
セ ル ビ ア
フ ラ ン ス
ス ウ ェ ー デ ン
デ ン マ ー ク
チ ェ コ
ス ペ イ ン
ハ ン ガ リ ー
オ ラ ン ダ
ベ ル ギ ー
オ ー ス ト リ ア
ル ー マ ニ ア
ス イ ス
イ ギ リ ス
ポ ー ラ ン ド
ホンコン特別行政区
カ ナ ダ
ノ ル ウ ェ ー
ウ ク ラ イ ナ
ス ロ バ キ ア
ア メ リ カ 合 衆 国
オ ー ス ト ラ リ ア
キ ュ ー バ
ベ ラ ル ー シ
韓 国
ロ シ ア
チ リ
イ ス ラ エ ル
タ イ
ア ル ゼ ン チ ン
コ ス タ リ カ
ブ ラ ジ ル
中 国
コ ロ ン ビ ア
ト ル コ
ペ ル ー
チ ュ ニ ジ ア
エ ル サ ル バ ド ル
ス リ ラ ン カ
ベ ト ナ ム
カ ザ フ ス タ ン
メ キ シ コ
エ ク ア ド ル
ベ ネ ズ エ ラ
ド ミ ニ カ 共 和 国
モ ロ ッ コ
マ レ ー シ ア
ア ゼ ル バ イ ジ ャ ン
パ ラ グ ア イ

（2019）
（2018）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2018）
（2018）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2018）
（2019）
（2018）
（2018）
（2019）
（2019）
（2018）
（2012）
（2019）
（2018）
（2017）
（2019）
（2019）
（2018）
（2011）
（2019）
（2018）
（2019）
（2017）
（2017）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）

*

*

*

28.44
22.70
22.04
21.84
21.83
21.54
21.33
20.42
20.33
19.90
19.73
19.59
19.40
19.34
19.18
18.90
18.84
18.52
18.46
18.25
17.66
17.61
17.54
17.24
16.50
16.04
16.03
15.66
15.31
15.21
14.29
12.86
11.83
11.68
11.48
11.36
11.29
9.22
9.13
9.01
8.76
8.72
8.39
7.97
7.84
7.71
7.60
7.44
7.32
7.27
7.16
7.12
6.71
6.67
6.53

56
57
58
59
60
61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79
80
81
82
83
84
85
86
87
88
89
90
91
92
93
94
95
96
97
98
99
100
101
102
103
104
105
106
107
108
109

ボ リ ビ ア
イ ン ド ネ シ ア
ア ル ジ ェ リ ア
ミ ャ ン マ ー
イ ラ ン
南 ア フ リ カ
ネ パ ー ル
ホ ン ジ ュ ラ ス
イ ン ド
バ ン グ ラ デ シ ュ
ニ カ ラ グ ア
フ ィ リ ピ ン
グ ア テ マ ラ
ハ イ チ
キ ル ギ ス
カ ン ボ ジ ア
ウ ズ ベ キ ス タ ン
リ ビ ア
ガ ー ナ
ラ オ ス
シ リ ア
エ ジ プ ト
ジ ン バ ブ エ
マ ラ ウ ィ
ト ー ゴ
ヨ ル ダ ン
セ ネ ガ ル
ギ ニ ア
タ ジ キ ス タ ン
ル ワ ン ダ
シ エ ラ レ オ ネ
ケ ニ ア
ナ イ ジ ェ リ ア
サ ウ ジ ア ラ ビ ア
エ チ オ ピ ア
タ ン ザ ニ ア
ス ー ダ ン
イ ラ ク
モ ザ ン ビ ー ク
チ ャ ド
イ エ メ ン
ベ ナ ン
ブ ル キ ナ フ ァ ソ
ブ ル ン ジ
ア フ ガ ニ ス タ ン
カ メ ル ー ン
ニ ジ ェ ー ル
ザ ン ビ ア
ウ ガ ン ダ
ア ン ゴ ラ
コ ー ト ジ ボ ワ ー ル
マ ダ ガ ス カ ル
マ リ
南 ス ー ダ ン

（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2016）
（2019）
（2011）
（2019）
（2019）
（2019）
（2018）
（2018）
（2019）
（2015）
（2019）
（2015）
（2015）
（2019）
（2011）
（2018）
（2018）
（2018）
（2019）
（2018）
（2018）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2017）
（2016）
（2019）
（2019）
（2019）
（2016）
（2019）
（2017）
（2019）
（2017）
（2018）
（2019）
（2019）
（2019）
（2019）
（2017）
（2019）
（2019）
（2019）
（2017）
（2019）
（2018）
（2018）

6.52
6.51
6.48
6.38
6.36
5.99
5.72
5.67
5.49
5.47
5.45
5.45
4.73
4.73
4.72
4.61
4.58
4.54
4.45
4.39
4.06
3.86
3.75
3.74
3.72
3.69
3.59
3.59
3.39
3.33
3.33
3.26
3.23
3.21
3.11
3.10
3.08
3.08
3.05
2.88
2.86
2.84
2.83
2.81
2.71
2.67
2.64
2.59
2.57
2.44
2.40
2.37
2.20
1.81

*）概数．



―276―

結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標

№ 国・地域 期日
人口

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ア フ リ カ 〕

1 ア ル ジ ェ リ ア 2019.7.1 43,413,000 13,187,000 27,411,000 2,815,000
2 ア ン ゴ ラ 2019.7.1 30,175,553 13,950,369 15,487,662 737,522
3 ベ ナ ン 2018.7.1 11,496,140 5,086,247 6,083,579 326,314
4 ボ ツ ワ ナ 2018.7.1 2,302,878 710,319 1,482,568 109,991
5 ブ ル キ ナ フ ァ ソ 2019.7.1 20,870,060 9,706,000 10,573,078 590,982
6 ブ ル ン ジ 2019.7.1 12,044,164 5,060,605 6,644,872 338,688
7 カ ー ボ ベ ル デ 2019.7.1 550,483 154,088 365,577 30,815
8 カ メ ル ー ン 2019.7.1 25,492,354 10,456,828 14,354,215 681,311
9 チ ャ ド 2019.7.1

1)
15,692,969 7,935,662 7,294,918 451,425

10 コ ー ト ジ ボ ワ ー ル 2017.7.1 24,571,044 10,330,205 13,651,622 589,218
11 エ ジ プ ト 2018.7.1 97,147,368 33,256,386 60,138,471 3,752,511
12 赤 道 ギ ニ ア 2019.7.1 1,405,704 513,046 815,242 77,416
13 エ リ ト リ ア 2019.7.1 3,379,039 1,320,088 1,895,863 163,088
14 エ ス ワ テ ィ ニ 2018.7.1 1,159,250 420,404 699,549 39,297
15 エ チ オ ピ ア 2019.7.1 98,536,550 37,965,451 57,510,973 3,060,130
16 ガ ン ビ ア 2015.12.31 1,922,950 838,233 1,029,526 55,191
17 ガ ー ナ 2015.7.1 27,670,174 10,409,640 16,030,400 1,230,134
18 ギ ニ ア 2019.7.1 12,218,359 5,459,507 6,320,762 438,090
19 ギ ニ ア ビ サ ウ 2019.7.1 1,604,561 695,152 878,651 30,758
20 ケ ニ ア 2017.7.1 46,595,199 19,207,809 25,866,229 1,521,162
21 レ ソ ト 2016.4.10(C) 2,007,201 637,444 1,247,181 122,576
22 リ ビ ア 2015.7.1 6,162,247 1,748,610 4,133,831 279,806
23 マ ダ ガ ス カ ル 2019.7.1 25,588,517 11,953,363 13,028,706 606,448
24 マ ラ ウ ィ 2018.9.3(C) 17,563,749 7,718,587 9,188,275 656,887
25 マ リ 2018.7.1 19,418,097 9,157,496 9,833,593 427,008
26 モ ー リ タ ニ ア 2016.7.1 3,782,701 1,625,768 2,016,612 140,322
27 モ ー リ シ ャ ス 2019.7.1 1,265,711 221,148 898,607 145,956
28 マ ヨ ッ ト 2019.1.1 269,471 117,926 144,351 7,194
29 モ ロ ッ コ 2019.7.1 35,586,616 9,350,297 23,702,367 2,533,952
30 モ ザ ン ビ ー ク 2017.7.1 27,128,530 12,074,668 14,225,734 828,128
31 ナ ミ ビ ア 2019.7.1 2,458,936 900,060 1,454,992 103,884
32 ニ ジ ェ ー ル 2017.7.1 20,651,074 10,666,243 9,440,076 544,751
33 ナ イ ジ ェ リ ア 2016.7.1 193,392,517 80,887,385 106,257,432 6,247,700
34 南 ス ー ダ ン 2018.7.1 12,323,420 5,930,249 6,170,439 222,731
35 レ ユ ニ オ ン 2019.1.1 857,961 193,034 558,819 106,108
36 ル ワ ン ダ 2019.7.1 12,374,397 4,721,587 7,240,594 412,216
37 セ ン ト ヘ レ ナ 2016.2.7(C)

1)
4,534 613 2,984 937

38 サントメ・プリンシペ 2017.7.1 197,700 77,023 114,218 6,462
39 セ ネ ガ ル 2018.7.1 15,726,037 6,561,086 8,600,043 564,908
40 セ ー シ ェ ル 2019.7.1 97,625 20,528 66,681 10,416
41 シ エ ラ レ オ ネ 2019.7.1 7,901,454 3,290,366 4,348,077 263,011
42 南 ア フ リ カ 2019.7.1 58,775,022 16,899,287 38,354,958 3,520,776
43 ス ー ダ ン 2016.7.1 39,647,621 16,885,532 21,542,604 1,219,485
44 ト ー ゴ 2019.7.1 7,617,279 2,959,345 4,374,441 283,492
45 チ ュ ニ ジ ア 2017.7.1 11,435,100 2,823,000 7,652,300 959,800
46 ウ ガ ン ダ 2019.7.1 40,308,000 18,396,300 20,874,500 1,037,200
47 タ ン ザ ニ ア 2019.7.1 55,890,747 24,354,484 29,802,212 1,734,051
48 ザ ン ビ ア 2019.7.1 17,381,168 7,943,538 8,987,188 450,442
49 ジ ン バ ブ エ 2018.7.1 14,848,905 5,626,060 8,666,318 556,527

〔 北 ア メ リ カ 〕
50 ア ン ギ ュ ラ 2011.5.11(C) 13,572 3,183 9,366 1,023
51 アンチグア・バーブーダ 2019.7.1 96,453 20,720 67,188 8,545
52 ア ル バ 2019.7.1 112,019 19,963 76,030 16,026
53 バ ハ マ 2019.7.1 385,340 89,320 268,530 27,490
54 バ ル バ ド ス 2010.5.1(C) 277,821 54,757 187,095 35,969
55 ベ リ ー ズ 2019.7.1 408,487 145,386 245,888 17,213
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数 年少 老年

30.4 63.1 6.5 30.0 28.3 58.4 48.1 10.3 21.3 1
46.2 51.3 2.4 21.7 16.8 94.8 90.1 4.8 5.3 2
44.2 52.9 2.8 22.2 17.6 89.0 83.6 5.4 6.4 3
30.8 64.4 4.8 28.0 25.6 55.3 47.9 7.4 15.5 4
46.5 50.7 2.8 21.4 16.5 97.4 91.8 5.6 6.1 5
42.0 55.2 2.8 23.1 18.9 81.3 76.2 5.1 6.7 6
28.0 66.4 5.6 29.7 27.3 50.6 42.1 8.4 20.0 7
41.0 56.3 2.7 23.2 19.2 77.6 72.8 4.7 6.5 8
50.6 46.5 2.9 20.5 14.8 115.0 108.8 6.2 5.7 9
42.0 55.6 2.4 22.9 19.1 80.0 75.7 4.3 5.7 10
34.2 61.9 3.9 26.7 23.6 61.5 55.3 6.2 11.3 11
36.5 58.0 5.5 27.0 23.4 72.4 62.9 9.5 15.1 12
39.1 56.1 4.8 25.0 21.3 78.2 69.6 8.6 12.4 13
36.3 60.3 3.4 24.6 21.3 65.7 60.1 5.6 9.3 14
38.5 58.4 3.1 24.0 20.2 71.3 66.0 5.3 8.1 15
43.6 53.5 2.9 22.4 18.1 86.8 81.4 5.4 6.6 16
37.6 57.9 4.4 25.3 21.2 72.6 64.9 7.7 11.8 17
44.7 51.7 3.6 22.6 17.6 93.3 86.4 6.9 8.0 18
43.3 54.8 1.9 21.9 18.2 82.6 79.1 3.5 4.4 19
41.2 55.5 3.3 23.2 19.1 80.1 74.3 5.9 7.9 20
31.8 62.1 6.1 27.7 23.9 60.9 51.1 9.8 19.2 21
28.4 67.1 4.5 28.8 27.3 49.1 42.3 6.8 16.0 22
46.7 50.9 2.4 21.8 16.5 96.4 91.7 4.7 5.1 23
43.9 52.3 3.7 22.5 17.6 91.2 84.0 7.1 8.5 24
47.2 50.6 2.2 20.7 16.3 97.5 93.1 4.3 4.7 25
43.0 53.3 3.7 23.3 18.3 87.6 80.6 7.0 8.6 26
17.5 71.0 11.5 37.7 36.9 40.9 24.6 16.2 66.0 27
43.8 53.6 2.7 23.3 18.1 86.7 81.7 5.0 6.1 28
26.3 66.6 7.1 31.6 29.1 50.1 39.4 10.7 27.1 29
44.5 52.4 3.1 22.2 17.5 90.7 84.9 5.8 6.9 30
36.6 59.2 4.2 25.4 21.9 69.0 61.9 7.1 11.5 31
51.6 45.7 2.6 20.0 14.4 118.8 113.0 5.8 5.1 32
41.8 54.9 3.2 23.0 18.9 82.0 76.1 5.9 7.7 33
48.1 50.1 1.8 20.5 15.9 99.7 96.1 3.6 3.8 34
22.5 65.1 12.4 37.0 36.7 53.5 34.5 19.0 55.0 35
38.2 58.5 3.3 24.4 20.5 70.9 65.2 5.7 8.7 36
13.5 65.8 20.7 44.1 46.4 51.9 20.5 31.4 152.9 37
39.0 57.8 3.3 24.4 20.1 73.1 67.4 5.7 8.4 38
41.7 54.7 3.6 23.5 19.0 82.9 76.3 6.6 8.6 39
21.0 68.3 10.7 38.1 39.2 46.4 30.8 15.6 50.7 40
41.6 55.0 3.3 23.2 19.0 81.7 75.7 6.0 8.0 41
28.8 65.3 6.0 29.7 27.6 53.2 44.1 9.2 20.8 42
42.6 54.3 3.1 23.0 18.6 84.0 78.4 5.7 7.2 43
38.9 57.4 3.7 24.3 19.8 74.1 67.7 6.5 9.6 44
24.7 66.9 8.4 33.3 31.7 49.4 36.9 12.5 34.0 45
45.6 51.8 2.6 21.1 16.8 93.1 88.1 5.0 5.6 46
43.6 53.3 3.1 22.5 17.9 87.5 81.7 5.8 7.1 47
45.7 51.7 2.6 21.4 17.0 93.4 88.4 5.0 5.7 48
37.9 58.4 3.7 24.4 20.4 71.3 64.9 6.4 9.9 49

23.5 69.0 7.5 33.8 33.2 44.9 34.0 10.9 32.1 50
21.5 69.7 8.9 34.9 33.6 43.6 30.8 12.7 41.2 51
17.8 67.9 14.3 40.0 41.1 47.3 26.3 21.1 80.3 52
23.2 69.7 7.1 33.5 31.8 43.5 33.3 10.2 30.8 53
19.7 67.3 12.9 37.8 37.3 48.5 29.3 19.2 65.7 54
35.6 60.2 4.2 25.9 21.9 66.1 59.1 7.0 11.8 55
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期日
人口

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 北 ア メ リ カ 〕

56 バ ー ミ ュ ー ダ 2019.7.1 64,027 9,311 42,615 12,101
57 英 領 バ ー ジ ン 諸 島 2010.7.12(C) 28,054 6,268 20,093 1,693
58 カ ナ ダ 2019.7.1

*)
37,589,262 6,014,289 24,982,362 6,592,611

59 コ ス タ リ カ 2019.7.1 5,059,730 1,027,167 3,461,533 571,030
60 キ ュ ー バ 2019.7.1 11,201,549 1,780,930 7,705,738 1,714,882
61 キ ュ ラ ソ ー 2019.1.1 158,659 28,087 103,082 27,490
62 ド ミ ニ カ 2011.5.14(C) 68,913 17,298 43,909 7,706
63 ド ミ ニ カ 共 和 国 2019.7.1 10,358,320 2,881,658 6,734,965 741,697
64 エ ル サ ル バ ド ル 2017.7.1 6,581,940 1,739,509 4,317,892 524,539
65 グ リ ー ン ラ ン ド 2019.7.1 56,225 11,758 39,622 4,845
66 グ レ ナ ダ 2017.7.1 111,467 24,249 69,924 8,796
67 グ ア ド ル ー プ 2018.1.1 422,290 79,367 264,671 78,252
68 グ ア テ マ ラ 2018.7.1 17,311,086 6,598,916 9,892,896 819,274
69 ハ イ チ 2018.7.1 11,411,527 3,740,616 7,131,009 539,901
70 ホ ン ジ ュ ラ ス 2019.7.1 9,158,345 2,919,943 5,719,343 519,059
71 ジ ャ マ イ カ 2019.7.1 2,732,539 576,738 1,894,051 261,750
72 マ ル チ ニ ー ク 2018.1.1 368,640 61,092 231,819 75,729
73 メ キ シ コ 2019.7.1 126,577,691 33,098,834 84,066,399 9,412,458
74 モ ン ト セ ラ ト 2018.9.22 4,649 853 3,056 740
75 ニ カ ラ グ ア 2019.7.1 6,527,691 2,001,895 4,169,845 355,951
76 パ ナ マ 2019.7.1 4,218,808 1,100,972 2,762,634 355,202
77 プ エ ル ト リ コ 2018.7.1 3,195,153 474,560 2,059,378 661,215
78 サン・バルテルミー島 2015.1.1(C) 9,625 1,462 7,265 898
79 セントキッツ・ネイビス 2011.5.15(C) 47,195 10,691 32,843 3,661
80 セ ン ト ル シ ア 2018.7.1 178,696 33,122 128,831 16,743
81 サンピエール・ミクロン 2015.1.1(C) 6,021 1,098 3,956 967
82 セントビンセント・グレナディーン 2019.7.1 110,608 27,274 73,217 10,116
83 フランス領セント・マーチン 2018.7.1 35,457 6,355 22,038 7,064
84 オランダ領セント・マーチン 2018.1.1 40,614 8,128 29,258 3,227
85 トリニダード・トバゴ 2019.7.1 1,363,985 280,820 960,917 122,248
86 ア メ リ カ 合 衆 国 2018.7.1 327,167,434 60,885,444 213,850,797 52,431,193
87 米 領 バ ー ジ ン 諸 島 2010.4.1(C) 106,405 22,134 69,887 14,384

〔 南 ア メ リ カ 〕
88 ア ル ゼ ン チ ン 2019.7.1 44,938,712 11,012,606 28,822,138 5,103,968
89 ボ リ ビ ア 2019.7.1 11,469,896 3,629,425 7,092,236 748,235
90 ブ ラ ジ ル 2018.7.1 208,494,900 44,507,410 144,759,658 19,227,832
91 チ リ 2019.7.1 19,107,216 3,714,172 13,132,822 2,260,222
92 コ ロ ン ビ ア 2019.7.1 49,395,678 11,738,086 33,206,757 4,450,835
93 エ ク ア ド ル 2019.7.1 17,267,986 5,019,811 10,983,752 1,264,423
94 フォークランド諸島 2016.10.9(C)

1)
3,200 564 2,273 350

95 仏 領 ギ ア ナ 2018.1.1 281,612 92,204 174,431 14,977
96 ガ イ ア ナ 2012.9.15(C) 746,955 224,847 483,789 38,319
97 パ ラ グ ア イ 2019.7.1 7,152,703 2,091,813 4,593,874 467,016
98 ペ ル ー 2019.6.30 32,131,400 8,167,216 21,163,568 2,800,616
99 ス リ ナ ム 2018.7.1 590,100 154,100 388,900 47,100
100 ウ ル グ ア イ 2019.7.1 3,518,552 698,995 2,312,287 507,271
101 ベ ネ ズ エ ラ 2019.7.1 32,064,741 8,250,324 21,482,100 2,332,317

〔 ア ジ ア 〕
102 ア フ ガ ニ ス タ ン 2019.7.1 30,725,560 14,580,438 15,311,183 833,940
103 ア ル メ ニ ア 2019.1.1 2,965,269 600,095 2,012,049 353,125
104 ア ゼ ル バ イ ジ ャ ン 2019.1.1 9,939,771 2,236,605 7,039,900 663,266
105 バ ー レ ー ン 2019.7.1 1,483,756 299,149 1,140,399 44,208
106 バ ン グ ラ デ シ ュ 2019.7.1 166,500,000 47,969,360 109,426,755 9,103,885
107 ブ ー タ ン 2019.5.30 741,672 185,196 510,654 45,822
108 ブ ル ネ イ 2019.7.1 459,500 94,600 342,700 22,200
109 カ ン ボ ジ ア 2015.7.1 15,405,157 4,503,116 10,191,864 710,177
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数 年少 老年

14.5 66.6 18.9 43.7 45.4 50.2 21.8 28.4 130.0 56
22.3 71.6 6.0 33.7 33.9 39.6 31.2 8.4 27.0 57
16.0 66.5 17.5 41.2 40.8 50.5 24.1 26.4 109.6 58
20.3 68.4 11.3 36.0 33.8 46.2 29.7 16.5 55.6 59
15.9 68.8 15.3 40.7 41.9 45.4 23.1 22.3 96.3 60
17.7 65.0 17.3 41.2 42.7 53.9 27.2 26.7 97.9 61
25.1 63.7 11.2 33.9 30.9 56.9 39.4 17.5 44.5 62
27.8 65.0 7.2 30.7 27.5 53.8 42.8 11.0 25.7 63
26.4 65.6 8.0 30.6 26.4 52.4 40.3 12.1 30.2 64
20.9 70.5 8.6 35.9 34.4 41.9 29.7 12.2 41.2 65
23.5 67.9 8.5 32.7 29.1 47.3 34.7 12.6 36.3 66
18.8 62.7 18.5 41.7 43.8 59.6 30.0 29.6 98.6 67
38.1 57.1 4.7 25.0 20.5 75.0 66.7 8.3 12.4 68
32.8 62.5 4.7 27.1 23.8 60.0 52.5 7.6 14.4 69
31.9 62.4 5.7 27.7 24.0 60.1 51.1 9.1 17.8 70
21.1 69.3 9.6 34.2 31.1 44.3 30.4 13.8 45.4 71
16.6 62.9 20.5 43.6 46.7 59.0 26.4 32.7 124.0 72
26.1 66.4 7.4 31.7 28.9 50.6 39.4 11.2 28.4 73
18.3 65.7 15.9 40.3 40.8 52.1 27.9 24.2 86.8 74
30.7 63.9 5.5 28.5 25.3 56.5 48.0 8.5 17.8 75
26.1 65.5 8.4 32.4 29.8 52.7 39.9 12.9 32.3 76
14.9 64.5 20.7 42.7 42.8 55.2 23.0 32.1 139.3 77
15.2 75.5 9.3 38.5 38.5 32.5 20.1 12.4 61.4 78
22.7 69.6 7.8 33.5 31.3 43.7 32.6 11.1 34.2 79
18.5 72.1 9.4 35.8 34.3 38.7 25.7 13.0 50.6 80
18.2 65.7 16.1 41.5 43.7 52.2 27.8 24.4 88.0 81
24.7 66.2 9.1 33.2 30.5 51.1 37.3 13.8 37.1 82
17.9 62.2 19.9 41.7 41.8 60.9 28.8 32.1 111.2 83
20.0 72.0 7.9 36.4 37.6 38.8 27.8 11.0 39.7 84
20.6 70.4 9.0 34.7 32.6 41.9 29.2 12.7 43.5 85
18.6 65.4 16.0 39.4 38.3 53.0 28.5 24.5 86.1 86
20.8 65.7 13.5 38.3 39.1 52.3 31.7 20.6 65.0 87

24.5 64.1 11.4 34.1 31.3 55.9 38.2 17.7 46.3 88
31.6 61.8 6.5 28.7 24.8 61.7 51.2 10.6 20.6 89
21.3 69.4 9.2 34.4 32.6 44.0 30.7 13.3 43.2 90
19.4 68.7 11.8 36.7 34.9 45.5 28.3 17.2 60.9 91
23.8 67.2 9.0 33.3 30.6 48.8 35.3 13.4 37.9 92
29.1 63.6 7.3 30.3 26.9 57.2 45.7 11.5 25.2 93
17.7 71.3 11.0 38.8 39.8 40.2 24.8 15.4 62.1 94
32.7 61.9 5.3 28.8 25.7 61.4 52.9 8.6 16.2 95
30.1 64.8 5.1 29.0 25.1 54.4 46.5 7.9 17.0 96
29.2 64.2 6.5 29.6 26.3 55.7 45.5 10.2 22.3 97
25.4 65.9 8.7 32.6 30.1 51.8 38.6 13.2 34.3 98
26.1 65.9 8.0 32.3 30.0 51.7 39.6 12.1 30.6 99
19.9 65.7 14.4 37.6 35.6 52.2 30.2 21.9 72.6 100
25.7 67.0 7.3 31.9 29.5 49.3 38.4 10.9 28.3 101

47.5 49.8 2.7 21.3 16.2 100.7 95.2 5.4 5.7 102
20.2 67.9 11.9 37.2 35.4 47.4 29.8 17.6 58.8 103
22.5 70.8 6.7 33.6 32.1 41.2 31.8 9.4 29.7 104
20.2 76.9 3.0 31.8 32.2 30.1 26.2 3.9 14.8 105
28.8 65.7 5.5 29.5 26.5 52.2 43.8 8.3 19.0 106
25.0 68.9 6.2 30.4 27.9 45.2 36.3 9.0 24.7 107
20.6 74.6 4.8 32.3 31.1 34.1 27.6 6.5 23.5 108
29.2 66.2 4.6 27.9 24.6 51.2 44.2 7.0 15.8 109
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期日
人口

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ア ジ ア 〕

110 中 国 2011.12.31 1,347,304,706 221,870,5881,002,447,059 122,989,412
111 ホンコン特別行政区 2019.7.1 7,507,400 874,900 5,310,500 1,322,000
112 マ カ オ 特 別 行 政 区 2019.7.1 672,000 89,300 506,300 76,400
113 キ プ ロ ス 2019.1.1 875,899 141,204 593,583 141,112
114 ジ ョ ー ジ ア 2019.1.1 3,723,464 754,500 2,416,279 552,685
115 イ ン ド 2011.2.9(C)

1)
1,210,854,977 372,444,116 767,735,726 66,185,333

116 イ ン ド ネ シ ア 2019.7.1 266,911,905 66,173,260 183,363,732 17,374,913
117 イ ラ ン 2019.7.1 83,075,062 20,400,489 57,392,138 5,282,435
118 イ ラ ク 2019.7.1 38,836,326 15,715,672 21,926,342 1,194,312
119 イ ス ラ エ ル 2018.7.1 8,882,764 2,507,341 5,338,336 1,037,088
120 日 本 2019.10.1

2)
126,166,948 15,210,332 75,071,721 35,884,895

121 ヨ ル ダ ン 2018.12.31 10,309,000 3,541,090 6,387,550 380,360
122 カ ザ フ ス タ ン 2019.7.1 18,513,673 5,311,332 11,795,667 1,406,674
123 ク ウ ェ ー ト 2019.1.1 4,420,110 923,620 3,345,898 150,592
124 キ ル ギ ス 2019.1.1 6,389,500 2,085,416 4,002,641 301,443
125 ラ オ ス 2019.7.1 7,123,205 2,285,058 4,525,636 312,513
126 マ レ ー シ ア 2019.7.1 32,581,387 7,599,803 22,795,520 2,186,064
127 モ ル ジ ブ 2019.7.1 533,941 107,594 408,436 17,918
128 モ ン ゴ ル 2019.7.1 3,267,673 1,020,018 2,115,878 131,777
129 ミ ャ ン マ ー 2019.10.1 54,339,766 14,824,987 36,045,809 3,468,970
130 ネ パ ー ル 2016.7.1 28,431,494 8,687,310 18,117,067 1,627,116
131 オ マ ー ン 2019.7.1 4,617,927 1,095,508 3,401,813 120,606
132 フ ィ リ ピ ン 2019.7.1 107,288,150 32,835,530 68,609,644 5,842,976
133 カ タ ー ル 2019.7.1 2,799,202 398,435 2,368,392 32,375
134 韓 国 2018.7.1 51,606,633 6,589,388 37,645,085 7,372,160
135 サ ウ ジ ア ラ ビ ア 2019.7.1 34,218,169 8,389,963 24,729,055 1,099,151
136 シ ン ガ ポ ー ル 2019.6.30 4,026,209 591,056 2,853,473 581,680
137 ス リ ラ ン カ 2019.7.1

*)
21,803,000 5,504,000 14,589,000 1,710,000

138 パ レ ス チ ナ 2019.7.1 4,976,684 1,912,616 2,901,018 163,050
139 シ リ ア 2011.7.1 21,124,000 7,859,000 12,407,000 858,000
140 タ ジ キ ス タ ン 2019.7.1 9,126,560 3,129,859 5,686,944 309,757
141 タ イ 2017.7.1 65,521,660 11,493,125 46,506,883 7,521,652
142 東 テ ィ モ ー ル 2018.7.1 1,261,407 483,035 711,150 67,222
143 ト ル コ 2018.12.31 82,003,882 19,184,329 55,633,349 7,186,204
144 ウ ズ ベ キ ス タ ン 2019.1.1 33,255,538 9,599,917 22,131,128 1,524,493
145 ベ ト ナ ム 2019.4.1(C) 96,208,984 23,371,882 65,420,451 7,416,651
146 イ エ メ ン 2017.7.1 28,170,408 11,438,227 15,926,683 805,497

〔 ヨ ー ロ ッ パ 〕
147 オ ー ラ ン ド 2019.7.1 29,837 4,948 18,186 6,703
148 ア ル バ ニ ア 2019.1.1 2,862,427 493,424 1,965,787 403,216
149 ア ン ド ラ 2019.1.1 76,177 10,569 55,262 10,346
150 オ ー ス ト リ ア 2019.1.1 8,858,775 1,278,692 5,911,524 1,668,559
151 ベ ラ ル ー シ 2019.1.1 9,475,174 1,603,484 6,430,752 1,440,938
152 ベ ル ギ ー 2019.1.1 11,455,519 1,939,566 7,350,494 2,165,459
153 ボスニア・へルツェゴビナ 2013.9.30(C) 3,531,159 543,719 2,485,444 501,996
154 ブ ル ガ リ ア 2019.1.1 7,000,039 1,004,845 4,502,075 1,493,119
155 ク ロ ア チ ア 2019.1.1 4,076,246 587,786 2,649,861 838,599
156 チ ェ コ 2019.1.1 10,649,800 1,693,060 6,870,123 2,086,617
157 デ ン マ ー ク 2019.7.1 5,814,461 954,607 3,712,866 1,146,988
158 エ ス ト ニ ア 2019.1.1 1,324,820 217,423 845,549 261,848
159 フ ェ ロ ー 諸 島 2019.7.1 51,842 10,855 31,947 9,040
160 フ ィ ン ラ ン ド 2019.1.1 5,517,919 882,234 3,430,848 1,204,837
161 フ ラ ン ス 2019.1.1 64,821,954 11,513,018 40,130,052 13,178,884
162 ド イ ツ 2019.1.1 83,019,213 11,290,815 53,844,866 17,883,532
163 ジ ブ ラ ル タ ル 2012.11.12(C) 32,194 5,833 21,116 5,245
164 ギ リ シ ャ 2019.1.1 10,724,599 1,537,075 6,824,251 2,363,273
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数 年少 老年

16.5 74.4 9.1 36.5 36.2 34.4 22.1 12.3 55.4 110
11.7 70.7 17.6 44.0 44.6 41.4 16.5 24.9 151.1 111
13.3 75.3 11.4 39.9 38.9 32.7 17.6 15.1 85.6 112
16.1 67.8 16.1 39.7 37.8 47.6 23.8 23.8 99.9 113
20.3 64.9 14.8 38.6 37.9 54.1 31.2 22.9 73.3 114
30.9 63.6 5.5 28.5 24.9 57.1 48.5 8.6 17.8 115
24.8 68.7 6.5 32.1 30.4 45.6 36.1 9.5 26.3 116
24.6 69.1 6.4 32.2 31.7 44.7 35.5 9.2 25.9 117
40.5 56.5 3.1 23.8 19.4 77.1 71.7 5.4 7.6 118
28.2 60.1 11.7 33.1 29.9 66.4 47.0 19.4 41.4 119
12.1 59.5 28.4 47.4 48.2 68.1 20.3 47.8 235.9 120
34.3 62.0 3.7 26.0 22.9 61.4 55.4 6.0 10.7 121
28.7 63.7 7.6 31.9 30.3 57.0 45.0 11.9 26.5 122
20.9 75.7 3.4 34.2 36.8 32.1 27.6 4.5 16.3 123
32.6 62.6 4.7 28.2 25.7 59.6 52.1 7.5 14.5 124
32.1 63.5 4.4 27.4 24.2 57.4 50.5 6.9 13.7 125
23.3 70.0 6.7 31.6 28.9 42.9 33.3 9.6 28.8 126
20.2 76.5 3.4 30.1 29.0 30.7 26.3 4.4 16.7 127
31.2 64.8 4.0 28.8 27.5 54.4 48.2 6.2 12.9 128
27.3 66.3 6.4 30.9 28.2 50.8 41.1 9.6 23.4 129
30.6 63.7 5.7 28.0 23.7 56.9 48.0 9.0 18.7 130
23.7 73.7 2.6 29.2 29.9 35.7 32.2 3.5 11.0 131
30.6 63.9 5.4 28.8 25.4 56.4 47.9 8.5 17.8 132
14.2 84.6 1.2 31.7 32.2 18.2 16.8 1.4 8.1 133
12.8 72.9 14.3 41.7 42.4 37.1 17.5 19.6 111.9 134
24.5 72.3 3.2 30.5 30.7 38.4 33.9 4.4 13.1 135
14.7 70.9 14.4 40.8 41.1 41.1 20.7 20.4 98.4 136
25.2 66.9 7.8 32.9 30.9 49.4 37.7 11.7 31.1 137
38.4 58.3 3.3 24.5 20.7 71.5 65.9 5.6 8.5 138
37.2 58.7 4.1 25.5 21.1 70.3 63.3 6.9 10.9 139
34.3 62.3 3.4 26.3 23.4 60.5 55.0 5.4 9.9 140
17.5 71.0 11.5 38.2 38.6 40.9 24.7 16.2 65.4 141
38.3 56.4 5.3 25.2 20.0 77.4 67.9 9.5 13.9 142
23.4 67.8 8.8 33.7 32.0 47.4 34.5 12.9 37.5 143
28.9 66.5 4.6 29.4 27.3 50.3 43.4 6.9 15.9 144
24.3 68.0 7.7 33.3 31.8 47.1 35.7 11.3 31.7 145
40.6 56.5 2.9 22.9 19.4 76.9 71.8 5.1 7.0 146

16.6 61.0 22.5 43.4 44.5 64.1 27.2 36.9 135.5 147
17.2 68.7 14.1 38.6 36.7 45.6 25.1 20.5 81.7 148
13.9 72.5 13.6 41.5 42.5 37.8 19.1 18.7 97.9 149
14.4 66.7 18.8 42.8 43.3 49.9 21.6 28.2 130.5 150
16.9 67.9 15.2 40.5 40.1 47.3 24.9 22.4 89.9 151
16.9 64.2 18.9 41.7 41.7 55.8 26.4 29.5 111.6 152
15.4 70.4 14.2 40.0 39.9 42.1 21.9 20.2 92.3 153
14.4 64.3 21.3 43.8 44.4 55.5 22.3 33.2 148.6 154
14.4 65.0 20.6 43.5 44.0 53.8 22.2 31.6 142.7 155
15.9 64.5 19.6 42.4 42.6 55.0 24.6 30.4 123.2 156
16.4 63.9 19.7 41.7 41.9 56.6 25.7 30.9 120.2 157
16.4 63.8 19.8 42.4 42.1 56.7 25.7 31.0 120.4 158
20.9 61.6 17.4 39.3 38.8 62.3 34.0 28.3 83.3 159
16.0 62.2 21.8 42.9 42.9 60.8 25.7 35.1 136.6 160
17.8 61.9 20.3 41.9 42.0 61.5 28.7 32.8 114.5 161
13.6 64.9 21.5 44.4 45.8 54.2 21.0 33.2 158.4 162
18.1 65.6 16.3 40.0 39.7 52.5 27.6 24.8 89.9 163
14.3 63.6 22.0 44.3 44.9 57.2 22.5 34.6 153.8 164
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期日
人口

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ヨ ー ロ ッ パ 〕

165 チャネル諸島：ガーンジー 2019.3.31 62,792 9,352 40,889 12,551
166 ハ ン ガ リ ー 2019.7.1 9,772,756 1,421,739 6,461,058 1,889,959
167 ア イ ス ラ ン ド 2019.7.1 356,991 67,817 238,435 50,739
168 ア イ ル ラ ン ド 2019.1.1 4,904,240 1,007,758 3,205,043 691,439
169 マ ン 島 2016.4.24(C) 83,314 13,346 52,763 17,205
170 イ タ リ ア 2018.7.1 60,421,760 8,021,196 38,686,593 13,713,972
171 チャネル諸島：ジャージー 2019.1.1 106,800 17,008 71,731 18,061
172 ラ ト ビ ア 2019.1.1 1,919,968 305,080 1,225,909 388,979
173 リヒテンシュタイン 2019.1.1 38,378 5,655 25,862 6,861
174 リ ト ア ニ ア 2019.1.1 2,794,184 421,857 1,819,954 552,373
175 ル ク セ ン ブ ル ク 2019.1.1

1)
613,894 98,607 426,959 88,328

176 マ ル タ 2019.1.1 493,559 67,504 333,875 92,180
177 モ ナ コ 2016.6.7(C) 37,308 4,358 19,292 13,658
178 モ ン テ ネ グ ロ 2019.1.1 622,182 111,753 416,115 94,314
179 オ ラ ン ダ 2019.1.1 17,282,163 2,739,819 11,228,340 3,314,004
180 北 マ ケ ド ニ ア 2019.1.1

1)
2,077,132 339,955 1,445,077 291,921

181 ノ ル ウ ェ ー 2019.1.1 5,328,212 934,958 3,474,413 918,841
182 ポ ー ラ ン ド 2019.1.1 37,972,812 5,833,791 25,432,977 6,706,044
183 ポ ル ト ガ ル 2019.1.1 10,276,617 1,407,566 6,624,826 2,244,225
184 モ ル ド バ 2018.7.1 2,706,049 508,367 1,832,888 364,792
185 ル ー マ ニ ア 2019.1.1 19,414,458 3,042,242 12,775,859 3,596,357
186 ロ シ ア 2012.7.1 143,201,730 22,512,171 102,275,426 18,414,133
187 サ ン マ リ ノ 2018.7.1 34,536 4,823 23,013 6,700
188 セ ル ビ ア 2019.1.1 6,963,764 996,204 4,545,476 1,422,084
189 ス ロ バ キ ア 2019.1.1 5,450,421 858,042 3,718,060 874,319
190 ス ロ ベ ニ ア 2019.1.1 2,080,908 313,706 1,354,148 413,054
191 ス ペ イ ン 2019.1.1 46,937,060 6,930,117 30,901,368 9,105,575
192 ス ウ ェ ー デ ン 2019.1.1 10,230,185 1,819,729 6,374,745 2,035,711
193 ス イ ス 2018.12.31 8,544,527 1,283,746 5,683,480 1,577,301
194 ウ ク ラ イ ナ 2018.1.1 42,216,766 6,530,490 28,719,006 6,967,270
195 イ ギ リ ス 2018.1.1 66,273,576 11,871,549 42,309,960 12,092,067

〔 オ セ ア ニ ア 〕
196 米 領 サ モ ア 2010.4.1(C) 55,519 19,425 33,827 2,267
197 オ ー ス ト ラ リ ア 2018.7.1

*)
24,992,860 4,702,400 16,375,787 3,914,673

198 ク ッ ク 諸 島 2016.12.1(C) 17,434 4,296 11,333 1,805
199 フ ィ ジ ー 2019.9.17 889,327 261,705 572,533 55,089
200 仏 領 ポ リ ネ シ ア 2018.7.1 276,867 60,622 192,922 23,323
201 グ ア ム 2019.7.1 168,147 45,977 106,688 15,482
202 キ リ バ ス 2015.11.7(C) 110,136 38,438 67,693 4,005
203 マ ー シ ャ ル 諸 島 2011.4.3(C) 53,158 21,253 30,841 1,064
204 ミ ク ロ ネ シ ア 2019.7.1 104,468 37,277 63,830 3,361
205 ナ ウ ル 2016.7.1 11,014 4,366 6,443 206
206 ニ ュ ー カ レ ド ニ ア 2017.1.1 278,495 63,387 190,045 25,063
207 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 2018.7.1 4,885,570 944,700 3,193,930 746,940
208 ノ ー フ ォ ー ク 諸 島 2011.8.9(C) 2,302 361 1,388 553
209 北 マ リ ア ナ 諸 島 2011.7.1 46,050 11,974 32,411 1,665
210 パ ラ オ 2015.4.13(C) 17,661 3,628 12,750 1,283
211 サ モ ア 2016.11.7(C)

1)
195,979 74,616 111,627 9,592

212 ソ ロ モ ン 諸 島 2018.7.1 666,557 244,374 395,586 26,597
213 ト ケ ラ ウ 2019.12.12 1,647 521 1,016 110
214 ト ン ガ 2016.11.30(C)

1)
100,651 36,534 58,001 6,075

215 ツ バ ル 2016.7.1 11,153 3,488 7,113 552
216 バ ヌ ア ツ 2016.11.7(C)

1)
272,459 105,930 155,092 11,437

217 ワリス・フツナ諸島 2013.7.22(C) 12,197 3,430 7,619 1,148

UN,DemographicYearbook,2019年版（https://unstats.un.org/unsd/demographic-social/products/dyb/
index.cshtml）に掲載（Table7：掲載年次2010～2019年）の年齢別人口統計に基づいて計算した．ただし，
人口総数が1,000人未満およびここに示すような指標の算定が不能の国は除いている．
表中，期日の後の(C)はセンサスの結果であることを示し，他はすべて推計人口である．イタリック体は信
頼性の低い推計値であることを示す．
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数 年少 老年

14.9 65.1 20.0 43.1 44.4 53.6 22.9 30.7 134.2 165
14.5 66.1 19.3 42.7 42.9 51.3 22.0 29.3 132.9 166
19.0 66.8 14.2 38.1 36.4 49.7 28.4 21.3 74.8 167
20.5 65.4 14.1 38.0 37.6 53.0 31.4 21.6 68.6 168
16.0 63.3 20.7 43.1 44.8 57.9 25.3 32.6 128.9 169
13.3 64.0 22.7 45.3 46.5 56.2 20.7 35.4 171.0 170
15.9 67.2 16.9 41.5 41.7 48.9 23.7 25.2 106.2 171
15.9 63.9 20.3 43.0 43.5 56.6 24.9 31.7 127.5 172
14.7 67.4 17.9 42.6 44.2 48.4 21.9 26.5 121.3 173
15.1 65.1 19.8 43.1 44.0 53.5 23.2 30.4 130.9 174
16.1 69.5 14.4 40.0 39.5 43.8 23.1 20.7 89.6 175
13.7 67.6 18.7 41.7 40.0 47.8 20.2 27.6 136.6 176
11.7 51.7 36.6 50.5 55.4 93.4 22.6 70.8 313.4 177
18.0 66.9 15.2 39.4 38.8 49.5 26.9 22.7 84.4 178
15.9 65.0 19.2 42.0 42.6 53.9 24.4 29.5 121.0 179
16.4 69.6 14.1 39.4 38.8 43.7 23.5 20.2 85.9 180
17.5 65.2 17.2 40.3 39.7 53.4 26.9 26.4 98.3 181
15.4 67.0 17.7 41.6 41.0 49.3 22.9 26.4 115.0 182
13.7 64.5 21.8 44.4 45.2 55.1 21.2 33.9 159.4 183
18.8 67.7 13.5 38.6 37.8 47.6 27.7 19.9 71.8 184
15.7 65.8 18.5 42.1 42.5 52.0 23.8 28.1 118.2 185
15.7 71.4 12.9 39.3 38.3 40.0 22.0 18.0 81.8 186
14.0 66.6 19.4 44.1 45.8 50.1 21.0 29.1 138.9 187
14.3 65.3 20.4 43.2 43.7 53.2 21.9 31.3 142.8 188
15.7 68.2 16.0 40.8 40.6 46.6 23.1 23.5 101.9 189
15.1 65.1 19.8 43.4 44.0 53.7 23.2 30.5 131.7 190
14.8 65.8 19.4 43.4 44.0 51.9 22.4 29.5 131.4 191
17.8 62.3 19.9 41.2 40.5 60.5 28.5 31.9 111.9 192
15.0 66.5 18.5 42.3 42.5 50.3 22.6 27.8 122.9 193
15.5 68.0 16.5 41.3 40.8 47.0 22.7 24.3 106.7 194
17.9 63.8 18.2 40.7 40.1 56.6 28.1 28.6 101.9 195

35.0 60.9 4.1 27.2 22.6 64.1 57.4 6.7 11.7 196
18.8 65.5 15.7 38.9 37.4 52.6 28.7 23.9 83.2 197
24.6 65.0 10.4 34.8 33.1 53.8 37.9 15.9 42.0 198
29.4 64.4 6.2 30.3 27.5 55.3 45.7 9.6 21.0 199
21.9 69.7 8.4 34.5 33.1 43.5 31.4 12.1 38.5 200
27.3 63.4 9.2 32.7 29.3 57.6 43.1 14.5 33.7 201
34.9 61.5 3.6 25.9 22.4 62.7 56.8 5.9 10.4 202
40.0 58.0 2.0 24.0 20.6 72.4 68.9 3.4 5.0 203
35.7 61.1 3.2 26.0 21.5 63.7 58.4 5.3 9.0 204
39.6 58.5 1.9 24.2 20.8 71.0 67.8 3.2 4.7 205
22.8 68.2 9.0 34.2 32.8 46.5 33.4 13.2 39.5 206
19.3 65.4 15.3 38.5 36.9 53.0 29.6 23.4 79.1 207
15.7 60.3 24.0 47.4 52.1 65.9 26.0 39.8 153.2 208
26.0 70.4 3.6 30.9 30.0 42.1 36.9 5.1 13.9 209
20.5 72.2 7.3 35.5 35.9 38.5 28.5 10.1 35.4 210
38.1 57.0 4.9 26.3 21.4 75.4 66.8 8.6 12.9 211
36.7 59.3 4.0 25.6 21.5 68.5 61.8 6.7 10.9 212
31.6 61.7 6.7 30.0 26.0 62.1 51.3 10.8 21.1 213
36.3 57.6 6.0 27.2 22.0 73.5 63.0 10.5 16.6 214
31.3 63.8 4.9 28.7 24.3 56.8 49.0 7.8 15.8 215
38.9 56.9 4.2 24.9 20.9 75.7 68.3 7.4 10.8 216
28.1 62.5 9.4 33.3 32.2 60.1 45.0 15.1 33.5 217

1）人口総数に年齢不詳を含む．2）総務省統計局『人口推計 2019年（令和元年）10月1日現在』による．
*）概数．
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少子高齢化が進む日本では総人口に対する妊産婦や乳幼児の割合が低く，災害時には母子の健康を

守ることが見過ごされやすいため，事前に整備に取り組むことが重要な課題である．2011年の東日本

大震災では自治体による母子に対する災害管理の準備不足が浮き彫りとなり，対応策の考案が急務と

なった．産科医である筆者は，震災後仮設住宅住まいを余儀なくされた妊産婦の診察にあたりつつ，

母子の健康リスクや管理体制を評価する方法を自治体と築きながら，災害時の妊産婦と乳幼児に寄り

添い守る方法に取り組んだ．本書では，その研究経過や成果をまとめている．

各章を要約すると，第1章では日本における母子保健の歴史を取り上げている．1942年より配布さ

れた「妊産婦手帳」や1948年以降の「母子手帳」の導入を機に母子保健関連の支援が広がったことや，

戦後から現在にかけての母子保健を取り巻く環境の変化について述べている．第2章では，災害時の

母子の救護体制や法的支援について触れている他，人口動態の死亡票を集計し，阪神淡路大震災と東

日本大震災の乳児死亡率などの比較や震災当日（3/11）と平時の年齢別死亡率の比較を報告してい

る．また，東日本大震災では最大470,000人もが避難所や全国の仮設住宅に身を寄せたことから，災

害時における乳幼児への安全なミルクの提供にかかる課題について述べている．第3章では，最先端

の災害管理の試みとして開発された，HUG（避難所運営ゲーム）を紹介している．そのシミュレー

ションゲームを通じて各組織・自治体の連携強化や，とりわけ配慮が必要な妊産婦や乳幼児のケアに

対する意識向上に繋げていることを記している．第4章では，大震災の経験から考案された母子保健

分野の防災ツールを紹介している．妊産婦が災害時に必要となる情報が集約された冊子の配布や災害

後の健康リスクを評価するためのチェックシートの開発に触れている．第5章では，災害後の避難所

で，筆者が妊婦の診察にあたった経験や市民災害救援センターのボランティアによる聞き取り調査か

ら明らかになった被災地での母子保健の課題を述べていて，第4章で紹介のあった妊産婦の健康リス

ク評価方法を用いてその後のケアに役立てた経緯を記している．第6章では，医療機関や自治体，妊

産婦本人による健康観察情報を統合し，特に災害時に情報共有できるシステムの必要性について訴え

ている．

東日本大震災後は，災害により産院が不足した上に妊産婦と乳幼児への支援が不十分であったため，

被災地の高齢化が進み，人口減少に拍車がかかったと論じている．筆者は災害が人口構造に与える影

響，とりわけ被災地の人口減少を危惧し，災害時の妊産婦や乳幼児の健康を守る方法の構築に尽力し

た．本書は東日本大震災で被災した妊産婦や乳幼児の健康や実態を体系的にデータ収集し分析した結

果を報告したものではない．産科医である筆者が被災地に入り，自治体と連携しながら活動した経験

から，妊産婦が直面する問題や自治体の取り組みの成功例，今後の課題等を主に提示していることか

ら，母子保健に携わる実務者にとって興味深く，参考になるだろう．今後，筆者が本研究を通じて開

発した手法の成果が計量化され，分析結果が報告されることに期待したい． （布施香奈）
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研究活動報告

中国「少子化対策の経験に関するセミナー」

2021年4月20日（火），中国国家衛生健康委員会人口家庭司，中国人口与発展研究中心，国連人口

基金（UNFPA）の共催で，「少子化対策の経験に関するセミナー（低生育率応対経験検討会，

SeminaronExperiencesofRespondingtoLowFertility）」が，北京会場とオンラインによるハイ

ブリッド形式で開催された．中国の少子化の状況と合わせ，世界，アジア，韓国，ベトナム，日本に

おける少子化対策の状況が報告された．筆者は日本の状況について報告を行った．

中国では2021年に決定された第14次5カ年計画の中に，政府文書としては初めて「適度生育水平」，

つまり適度な出生率という言葉が用いられ，これまで下げるものであった出生率が，適度な水準に保

つべきものとなった．今回のセミナーはそのような状況を踏まえてのものであり，UNFPAの共催

で，他国の経験を検討する，という趣旨ではあったが，中国政府が少子化に関するセミナーを行うの

はおそらく初めてのことであったのではないかと思われる．加速する高齢化と合わせ，少子高齢化が

本格化してきたことをうかがわせる． （林 玲子 記）

台湾人口学会2021年大会

2021年4月24日（土），「ライフコースと人口の持続性」をテーマに台湾人口学会年次大会が台湾会

場（台北・台湾国立大学）とオンラインのハイブリッド形式で開催された．午前中は台湾高齢化に関

する林萬億氏による基調講演に続いて，「経済，社会，人口と健康に対する新型コロナ感染症のイン

パクト」と題する国際シンポジウムが，午後には合計12のパラレルセッションが実施された．

国際シンポジウムは，米国・カルフォルニア大学バークレー校ウィンストン・ツェン准教授，韓国・

ソウル国立大学チョ・ヨンテ教授，台湾国立大学李柏翰助理教授，シンガポール国立大学アンジェリッ

ク・チャン准教授，香港大学ポール・イップ教授，日本は筆者が，各国にいながらにして一同に会し，

台湾人口学会会長の陳端容教授の司会のもと，それぞれの国の新型コロナ感染症流行の社会的・人口

的なインパクトを報告・議論するもので，オンラインがあたりまえとなったからこそ実現可能となっ

た有意義な会合であった．またカリフォルニア在住のチェン氏の報告は米国における反アジア人意識

と格差についてのもので，米国と台湾をはじめとしたアジアとの強いつながりの光と影を示したもの

で，興味深かった．大会の内容はhttps://pao2021.paotw.org/に掲載されている．（林 玲子 記）

アメリカ人口学会2021年大会

アメリカ人口学会2021年大会（PopulationAssociationofAmerica2021AnnualMeeting）が5

月5日～8日の日程で開催された．本大会は昨年の2020年大会に続き，COVID-19の蔓延防止対策の

一環としてオンライン開催となった．オーラルセッションは計288あり，このうちフラッシュセッショ

ンが計18，招待講演セッションが計22であった．また，ポスターセッションは7つあり，計734の研

究が報告された．
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当研究所からは釜野さおり（人口動向研究部第2室長），余田翔平（人口動向研究部第3室長），菅

桂太（人口構造研究部第1室長），筆者の4名が参加し，以下の研究発表を行った．

・DaikiHiramori,SaoriKamanoandTakeyoshiIwamoto"AreAllofthe"Undecided"

Sexual/GenderMinorities?AQueerDemographicAnalysisofanExperimentalStudyto

ImproveSexualOrientationandGenderIdentity(SOGI)Questions"

・ManYeeKan,MuzhiZHOU,KamilaKolpashnikova,EkaterinaHertog,ShoheiYodaand

JiweonJun"HowDoElderlyPeopleSpendTheirTime?GenderGapsandEducational

GradientsinTimeUseinEastAsianandWesternCountries"

・KeitaSuga"Lowest-LowFertilityinSingapore:CurrentStateandProspects"

・TakashiInoueandNozomuInoue"AnEvaluationoftheRiskofBecomingUninhabitedatthe

SmallAreaScalebyLogitModels:UsingProjectedPopulationofJapan"

なお，2022年大会は米国ジョージア州アトランタで4月6日～9日に開催予定である．

（井上 希 記）

第32回REVES国際会議

2021年5月26日（水）～28日（金），オンラインで第32回REVES国際会議がオンライン開催され

た．REVESとは，フランス語で「夢」であるが，R�eseauEsp�erancedeVieenSant�e（健康寿命ネッ

トワーク）の頭文字をとったものであり，欧米の健康寿命研究者を中心に1995年に結成され，その後

ネットワークを世界に広げ，定期的に会合が開かれている．昨年は中国・杭州で開催予定であったが

新型コロナ感染症流行により延期され，今回のオンライン開催となったものである．日本を含めたア

ジア，アメリカ，ヨーロッパからの参加者があるため，開催時間は日本時間22時から24時までの2時

間と短く，3日間かけて行われた．

筆者は，別府志海・社人研室長，尾島俊之・浜松医科大学教授，齋藤安彦・日本大学教授との共著

で，国立社会保障・人口問題研究所「生活と支え合いに関する調査」に含まれる，国際的に広く用い

られている日常生活の支障に関する質問（GALI）を用い，健康寿命の国際比較に関する報告を行っ

た．この報告はピッチ・セッションで行ったが，これはスライド1枚，3分の報告が総勢15名により

行われる，という形式である．会議時間の制限によりとられた解決策ではあるが，逆に多くの報告が

短時間で要点のみ聞ける，という意味で新鮮であり，報告者が壇上に上がる時間などを考慮しなくて

もよいオンラインならではの形式であった．

健康寿命に関する会議ではあるが，新型コロナ感染症の影響に関する報告はなく，教育と健康や，

健康寿命算定の方法論などの報告などが目立った．会議の内容はhttps://www.reves2021.org/に掲

載されている． （林 玲子 記）

日本人口学会第73回大会

日本人口学会第73回大会は，2021年6月5日（土）～ 6月6日（日）に東京大学を開催校・共催

としてオンラインで開催された．大会プログラムは以下の通りである．第1日には「生物人類学にお
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ける人口研究の現在」と題したシンポジウムが行われ，生物人類学と人口学の融合領域に多くの参加

者が関心を寄せた．また，小島宏会長（早稲田大学）による「新旧のマルサス主義的実践と他の生殖

関連要因」と題された会長講演が行われた．

第1日 2021年6月6日（土）

組織者・座長：小西祥子（東京大学）

討論者：佐藤龍三郎（中央大学）

1）赤川学・小西祥子・仮屋ふみ子（東京大学）・森木美恵（国際基督教大学）「日本人の性行動の

経時的変化」

2）森木美恵（国際基督教大学）・小西祥子・赤川学・仮屋ふみ子（東京大学）「男性の性行動と文

化的不妊について」

3）小西祥子（東京大学・ワシントン大学）・山﨑一恭（筑波学園病院・山王病院）・猪鼻達仁（山

王病院・国際医療福祉大学）・内田将央（筑波学園病院）・仮屋ふみ子（東京大学）・岩本晃

明（山王病院・国際医療福祉大学）「男性の生殖機能と内分泌かく乱物質曝露との関連」

自由論題A-2「国際②」

座長：津谷典子（慶應義塾大学）

1）西川由比子（城西大学）「インドにおける高齢化の進行と地域格差」

2）松田浩敬（東京農業大学）「サブサハラ・アフリカにおける世帯構成と栄養摂取：ルワンダ共和

国東部州の農村部を事例に」

3）菅桂太（国立社会保障・人口問題研究所）「都市国家シンガポールにおける人口変動の民族格差」

自由論題B-1「世帯」

座長：萩原潤（宮城大学）

1）余田翔平（国立社会保障・人口問題研究所）「社会調査における多世代データ」

2）斉藤知洋・岩澤美帆・余田翔平（国立社会保障・人口問題研究所）「回顧式調査を用いた子世代

の家族歴データの構築」

3）松浦司（中央大学）「One-PersonHouseholdsandPublicAssistanceinJapaneseElderly:An

AnalysisUsingPrefecturalData」

自由論題A-3「国勢調査」

座長：川崎茂（日本大学）

1）清水昌人（国立社会保障・人口問題研究所）「国勢調査の基準人口を用いた年齢不詳の配分」

2）阿向泰二郎（総務省統計局）「令和2年国勢調査の公表計画及び人口推計（補間補正方法）の見

直しについて」

3）廣嶋清志（島根大学）「国勢調査像の形成過程―高橋二郎にみる」

自由論題B-2「結婚・家族」

座長：平井晶子（神戸大学）

1）打越文弥（プリンストン大学・院）・ノリーンゴールドマン・ジェームズMレイモ（プリンス

トン大学）「RevisitingtheRelationshipbetweenMarriageandHealthinJapan」
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2）佐藤一磨（拓殖大学）「夫婦関係の悪い結婚と未婚，どちらがより健康度を低下させるのか」

3）江天瑶（お茶の水女子大学・院）「夫婦の家事分担における日中比較―家事労働の時間から―」

シンポジウム「生物人類学における人口研究の現在」

組織者・座長：梅﨑昌裕（東京大学）

1）梅﨑昌裕（東京大学）「趣旨説明：生物人類学における人口研究の現在」

2）富田晋介（名古屋大学）「東南アジア農村における乳幼児死亡の小集団人口学」

3）長岡朋人（青森公立大学）「古人骨に基づく人口研究の現状と課題」

4）蔦谷匠（総合研究大学院大学）「過去の授乳期間と出生力」

5）井原泰雄（東京大学）「適応論的人間観と出生率の低下」

会長講演

小島宏（早稲田大学）「新旧のマルサス主義的実践と他の生殖関連要因」

第2日 2021年6月6日（日）

自由論題C-1「移動①」

座長：井上孝（青山学院大学）

1）佐藤廉也（大阪大学）「焼畑民は生涯どれだけ移住するのか？」

2）津谷典子（慶應義塾大学）・黒須里美（麗澤大学）「近世東北農村における人口移動のパターン

と要因」

3）永井恵子（総務省統計局）「新型コロナウイルス感染症の流行と国内移動者数の状況」

企画セッション①「長寿・健康研究の現状と展望」

組織者：石井太（慶應義塾大学）

座 長：是川夕（国立社会保障・人口問題研究所）

討論者：門司和彦（長崎大学）

1）林玲子・別府志海（国立社会保障・人口問題研究所）・石井太（慶應義塾大学）・篠原恵美子

（東京大学）「日本における複合死因の分析」

2）大津唯（埼玉大学）「死因簡単分類別の長期時系列死因統計の再構築」

3）石井太（慶應義塾大学）・別府志海・菅桂太（国立社会保障・人口問題研究所）「日本版死亡デー

タベースの地域分析・死因分析への拡張・応用」

4）別府志海（国立社会保障・人口問題研究所）「主観的健康観と疾病の関係からみた健康期間の分

析」

自由論題C-2「移動②」

座長：佐藤廉也（大阪大学）

1）小坪将輝（東北大学・院）・中谷友樹（東北大学）「ARDLモデルによる日本の国内人口移動率

の低下に関する分析」

2）中川雅貴・小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）「夫婦の出生歴と居住地移動―人口動態

調査出生票を用いた分析―」

3）奥田純子（北陸大学）「県外進学移動および初職時Uターン移動の要因分析」
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企画セッション③「新型コロナ感染拡大と人口動態：何が分かり，何が起きるのか」

組織者：岩澤美帆（国立社会保障・人口問題研究所）

座 長：小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）

討論者：井上孝（青山学院大学）

1）林玲子（国立社会保障・人口問題研究所）「国際的・長期的視点からみた新型コロナウイルス感

染症の人口への影響」

2）別府志海（国立社会保障・人口問題研究所）「死亡・死因と新型コロナ」

3）岩澤美帆（国立社会保障・人口問題研究所）「新型コロナウイルス感染拡大期の婚姻・出生への

影響」

4）小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）「新型コロナウイルス感染拡大に伴う国内人口移動

傾向の変化」

5）是川夕（国立社会保障・人口問題研究所）「新型コロナ・パンデミックはグローバルな人の移動

の流れを変えたのか？」

自由論題C-3「人口と政策」

座長：森木美恵（国際基督教大学）

1）長谷川普一（新潟市都市政策部GISセンター）「地方都市における人口減少局面の土地利用」

2）大塚友美（日本大学）「小日本主義時代の人口政策の変遷」

3）松田茂樹（中京大学）「子育て支援の拡充と増税が出生意欲に与える効果―ヴィネット調査を用

いた要因研究」

自由論題D-1「健康・医療」

座長：中澤港（神戸大学）

1）佐々木昇一（神戸大学）「コロナ禍におけるテレワーク実施による労働生産性，年収，メンタル

ヘルスに与える影響」

2）加藤承彦（国立成育医療研究センター）・高畑香織（湘南鎌倉医療大学）「不妊治療のストレス

の原因―自由記載欄のコメントの分析―」

3）永井克彦（株式会社JMDC）「労働者のがん罹患率の年次推移」

自由論題E-1「人口モデル」

座長：清水昌人（国立社会保障・人口問題研究所）

1）原俊彦（札幌市立大学）「第1と第2及びポスト人口転換の統合モデル」

2）堀口侑（慶應義塾大学・院）「日本のモデル生命表の開発と地域別生命表推定への応用」

3）逢見憲一（国立保健医療科学院）「2000年～2015年のわが国年齢調整死亡率の死因構造変化とそ

の死因統計上の要因」

自由論題D-2「人口減少下の地域」

座長：原俊彦（札幌市立大学）

1）衣笠智子（神戸大学）・豊澤圭（神戸大学・院）・藤岡秀英（神戸大学）・山岡淳（大阪成蹊大

学）・田村穂（神戸大学・院）「中山間地域におけるソーシャル・キャピタルと住民の健康―

兵庫県姫路市山之内地区の住民アンケートに基づく計量研究―」
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2）安田公治（青森公立大学・神戸大学）・衣笠智子（神戸大学）・衛藤彬史（兵庫県立人と自然の

博物館）「農家の健康状況が地域農業に与える影響についての計量的研究―兵庫県養父市にお

ける農家アンケート調査の事例―」

3）熊谷文枝（杏林大学）「人口減少と地域力―消滅可能性自治体の事例から―」

企画セッション④「人口からみた近代移行期の日本」

組織者：研究企画委員会

座 長：黒須里美（麗澤大学）

討論者：斎藤修（一橋大学）・鈴木透（ソウル大学）

1）鬼頭宏（上智大学）「移行期における出生率の動向」

2）逢見憲一（国立保健医療科学院）「近代移行期から第二次世界大戦前（中）後の死亡・死因研究

に関する展望」

3）高島正憲（関西学院大学）「近代移行期における都市人口」

4）平井晶子（神戸大学）「近代移行期の世帯と家族」

自由論題D-3「地域人口」

座長：高橋眞一（新潟産業大学）

1）井上希（国立社会保障・人口問題研究所）「小地域データを用いた市町村合併による過疎地域へ

の影響の検証」

2）鎌田健司・小池司朗・菅桂太（国立社会保障・人口問題研究所）・山内昌和（早稲田大学）「都

道府県別にみた人口増加率の要因分解：1950-2015年」

3）丸山洋平（札幌市立大学）「地域人口推計におけるChildWomanRatioの分母年齢設定」

（岩澤 美帆 記）

第５回アジア人口学会大会

2021年8月3日（火）～5日（木），第5回アジア人口学会大会が，インドネシア国家人口家族計

画委員会（BKKBN），ガジャマダ大学との共催で，オンライン開催された．昨年計画されていたも

のが新型コロナ感染症流行により延期されたものであるが，結果的にインドネシアで一番感染が拡大

し重症化している時期に開催されることとなった．しかしながら，会議は滞りなく粛々と開催された．

会議は3日にわたり，2つの全体セッション，30のパラレルセッション，ポスター又は事前録画セッ

ション，開会式・閉会式から構成され，アジア太平洋地域各国および欧米から多くの参加があった．

セッションは，定番である出生・リプロダクティブヘルス，健康・死亡，国内・国際移動，人口デー

タ・分析手法に関するものに付け加え，幸福，生活の質，労働力，環境に関するものもあり，高齢化

に関するセッションも多かった．

今大会は，ZOOM 形式がウェビナーでなくミーティング形式で設定，つまり，報告者のみならず

参加者も直接コメントや発言できる形式であり，活発な議論が行われた．また，これまでのアジア人

口学会大会では，報告者が出張できないために欠席する事態が多かったが，オンラインで行うことで，

経済的な負担を抑え，多くの人が参加できるようになったことは進歩である．今後新型コロナ感染症

が終息したとしても，ハイブリッドで会議が開催されることが期待される． （林 玲子 記）
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